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平成２９年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第４号）

――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

平成２９年３月１６日

午前１０時 から

午後 ２時２０分まで

本会議場において

――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 嶋 幸一

副 委 員 長 土居 昌弘

阿部 英仁 志村 学

衛藤 博昭 大友 栄二

吉冨英三郎 井上 明夫

木付 親次 古手川正治

油布 勝秀 衞藤 明和

濱田 洋 元吉 俊博

末宗 秀雄 井上 伸史

麻生 栄作 近藤 和義

木田 昇 羽野 武男

二ノ宮健治 三浦 正臣

守永 信幸 藤田 正道

原田 孝司 小嶋 秀行

馬場 林 尾島 保彦

玉田 輝義 平岩 純子

久原 和弘 戸高 賢史

吉岡美智子 河野 成司

荒金 信生 堤 栄三

桑原 宏史 森 誠一

――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

毛利 正徳 御手洗吉生

後藤慎太郎 佐々木敏夫

――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

財政課長 大友 進一

……………………………………………………

生活環境部長 柴田 尚子

生活環境部理事兼審議監 堤 健一

生活環境部理事兼防災局長 神 昭雄
生活環境部審議監兼 池辺 伸一人権・同和対策課長

防災局危機管理監 矢野 哲幸
生活環境部参事監兼 佐伯 久食品安全・衛生課長
消費生活・男女共同参画プラザ所長兼 後藤 素子
県民生活・男女共同参画課長

生活環境企画課長 望月 晃

うつくし作戦推進課長 梶原 浩

自然保護推進室長 山﨑 吉明

私学振興・青少年課長 徳野 満

環境保全課長 中西 健二

廃棄物対策課長 森下 昌勅

防災危機管理課長 法華津敏郎

防災対策室長 田邉 隆司

消防保安室長 神志那貴雅

生活環境企画課総務企画監 御沓 稔弘

……………………………………………………

企画振興部長 廣瀬 祐宏
企画振興部理事兼 土谷 晴美芸術文化スポーツ局長

企画振興部理事兼審議監 長谷尾雅通

観光・地域局長 岡本天津男
企画振興部参事監兼 堀 俊郎国際政策課長
芸術文化スポーツ局参事監兼 佐藤 文博芸術文化振興課長
観光・地域局参事監兼 土田 宏道交通政策課長

政策企画課長 磯田 健

広報広聴課長 高屋 博

統計調査課長 塩月 洋二

観光・地域振興課長 阿部万寿夫

高橋 強まち・ひと・しごと創生推進室長

国際スポーツ誘致・推進室長 中村 剛士

地域活力応援室長 森髙美代子

政策企画課総務企画監 藤丸 邦彦

――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第１号議案から第１４号議案まで

――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

予算特別委員会会議記録 第４号
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① 生活環境部関係予算

② 企画振興部関係予算

――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

ただいまから、本日の委員会土居副委員長

を開きます。

この際、付託された予算議案を一括議題と

し、これより生活環境部関係予算の審査に入

りますが、説明は主要な事業及び新規事業に

限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

生活環境部関係

それでは、生活環境部関係予土居副委員長

算について執行部の説明を求めます。

それでは、第１号議案平柴田生活環境部長

成２９年度大分県一般会計予算のうち生活環

境部に関する予算について御説明いたします。

お手元の生活環境部予算概要の１ページを

お開きください。

平成２９年度生活環境部当初予算（一般会

計）の概要でございます。

左側の予算のポイントでございますが、ま

ず１おおいたうつくし作戦の推進では、基本

方針にありますとおり、本県の豊かな天然自

然の保全と活用を図るため、ユネスコエコパ

ークの登録やジオパークの取組を推進すると

ともに、県民が自然と触れ合う機会の充実を

図ります。また、廃棄物の減量化、再資源化

の向上を図るとともに、平時からの災害廃棄

物処理体制を構築するため、ごみの焼却残渣

などのセメント原料としての利用促進など資

源循環を推進いたします。

次の２安全・安心を実感できる暮らしの確

立では、ホテル、旅館や飲食店の衛生水準の

向上を図るとともに、食品衛生検査体制を充

実し、海外への食肉などの輸出を下支えして

まいります。また、人と動物が共生する社会

の実現に向け、殺処分減少に向けた動物愛護

精神のかん養を図るとともに、動物愛護拠点

づくりを推進します。

次に、ページ右側でございますが、３危機

管理体制の充実では、南海トラフ巨大地震な

ど大規模災害に備え、熊本地震の検証結果を

踏まえたより実効性のある防災、減災対策を

推進いたします。

次に、真ん中の４男女が共に支える社会づ

くりの推進では、女性の活躍推進及び男女が

共に働きやすい社会の実現を図るため、出産

や育児などで離職した子育て中の女性の再就

職等を支援する体制づくりを推進します。

下の、５生涯にわたる力と意欲を高める

「教育県大分」の創造では、私立学校の児童

生徒一人一人の能力や適性に応じた私学教育

の充実を支援します。また、ひきこもりやニ

ート等社会的自立に困難を抱える若者とその

家族を支援するため、体制の充実を図ります。

次に、その下の２ページは、主要な事業の

体系でございますが、後ほど主なものを個別

に説明させていただきますので、ここでは割

愛させていただきます。

次に、３ページをお開きください。

平成２９年度の予算額でございます。当初

予算額は、上の表の左から２列目、予算額

（Ａ）の欄ですけれども、この上から３番目

の計、合計の欄、１０４億２，３２７万５千

円となっております。これに対しまして、こ

の表の右から３列目の２８年度当初予算額

（Ｂ）の上から三つ目の計、合計の欄にあり

ます、これ昨年度の１１２億１，３４５万６

千円と比較いたしますと、その右にあります

が、額にして７億９，０１８万１千円、率に

して９３％ということで７％の減となってお

ります。

主な増減でございますが、動物愛護拠点施

設建設事業やヘリコプターテレビ電送システ

ム地上設備の更新による増額があります一方

で、防災ヘリコプターの更新事業の終了によ

る減がございます。

その下の表でございますが、県予算額に占

める生活環境部予算額の構成比でございます。

２９年度の予算額は、左から３列目の計の欄

にありますように１．７％で、右隣の事業費

では１．９％、人件費では１．１％となって
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おります。

次に、当部の主な事業について御説明いた

します。

１１ページをお開きください。

市町村避難所運営等支援事業費１６０万９

千円です。大規模災害時には、市町村の職員

が災害対応を円滑に行っていくためには、各

避難所の運営について地域の住民の皆さんに

かなりの部分を担っていただく必要がござい

ます。このため、市町村の避難所運営マニュ

アルの策定を支援するほか、自主防災組織や

市町村職員を対象とした避難所運営の体験訓

練を実施し、災害時における避難所運営方法

の確立を図ってまいります。

次に、１８ページをお願いいたします。

祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク推進事

業費５，６２３万７千円です。祖母・傾・大

崩地域は、現在ユネスコエコパークの候補地

として登録の申請を行っているところでござ

いますが、自然と共生した地域振興を図るた

め、宮崎県や関係市町と連携し啓発活動を行

います。また、登録を契機にこの地域の豊か

な自然環境を広く情報発信するとともに、登

山道やキャンプ場などの施設を整備いたしま

す。

次に、２１ページをお願いいたします。

２１ページ上のおおいたうつくし作戦推進

事業費１，６４５万５千円です。おおいたう

つくし作戦をけん引する新たな団体の設立等

を支援するなど、うつくし推進隊の基盤強化

を図るとともに、国民文化祭の開催などを見

据え、環境の視点から県外客へのおもてなし

の機運を高めるため、商店街と連携した啓発

活動、おおいたうつくしショウウインドーを

行うことにより県民の環境意識の醸成を図り

ます。

次に、３３ページをお願いいたします。

下側ですが、女性の活躍推進事業費１，２

７９万３千円です。企業等で女性が活躍でき

る環境を整備するため、女性活躍推進宣言を

行う企業へのアドバイザーの派遣やトップセ

ミナーの開催など、経済団体と連携した女性

が輝くおおいた推進会議の取組を推進するほ

か、現在、大分市、別府市、中津市の３市で

実施しております就職活動をしている女性を

対象といたしました無料託児サービスについ

て、これを県内全域に拡大して実施いたしま

す。

次に、３９ページをお開き願います。

一番下、青少年自立支援対策推進事業費２，

６０３万５千円です。ニートやひきこもりな

ど課題を抱える青少年とその家族を支援する

ため、青少年自立支援センターの専門相談員

を増員し成人期のひきこもり対応を強化する

とともに、不登校、ひきこもりの子供を持つ

親の会の立ち上げ支援やネットワークづくり、

また公的支援のない高校中退者などに対する

支援策の調査を実施し、青少年の自立支援体

制の充実を図ります。

次に、４１ページをお願いいたします。

上の方、私学振興費３４億９，５４７万３

千円です。これは、公教育の一翼を担ってい

る私立学校の教育環境の維持向上と保護者負

担の軽減を図り学校経営基盤の健全性を確保

するほか、学力やスポーツ、就職など各分野

での個性輝く学校づくりを支援するため、私

立学校を運営する学校法人に対し運営費の一

部を助成するものです。

次に、５１ページをお願いいたします。

５１ページの２番目、動物愛護拠点施設建

設事業費３億３，９３８万５千円です。この

事業は、犬、猫の譲渡を推進し動物愛護の啓

発、教育を充実させるため、動物愛護の拠点

施設を大分市と共同で設置するものです。３

０年度の完成に向け、２９年度は設置場所で

ある大分市廻栖野の土地、建物の購入、動物

保護棟などの実施設計を行います。

次に、５７ページをお願いいたします。

５７ページ上から２番目、豊かな水環境保

全推進事業費６１１万４千円です。豊かな水

環境の保全活動を推進するため、筑後川、大

分川、大野川、犬丸川において設立された流

域会議による主体的な取組を支援するほか、

６月から１１月にかけては「つながる！豊か
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な水キャンペーン」と銘打ち、県民の水環境

保全意識の醸成を図る啓発イベントを実施し、

山、川、海での多様な取組を促進してまいり

ます。

次に、６７ページをお願いいたします。

６７ページの一番上、循環社会構築加速化

事業費１，６１０万２千円です。廃棄物の減

量、再資源化を促進するため、セメント工場

への廃棄物搬入体制を整備するほか、中間処

理業者や排出事業者などを対象としたセミナ

ーや再資源化率向上のための調査等を実施し

ます。また、県、市町村の災害廃棄物処理計

画に沿った図上訓練を行い、災害廃棄物処理

における連携を強化してまいります。

次に、７２ページをお願いいたします。

７２ページの上から３番目、地震・津波対

策加速化支援事業費１億円です。これまで３

か年、地震・津波対策アクションプランに掲

げる施策を着実に推進するため、市町村が実

施する避難路、避難地の整備等に支援し、一

定の成果を得たところでございます。今後は、

熊本地震の検証を踏まえ、地域の防災、減災

活動の一層の強化や避難所等の機能強化を図

るため、自主防災組織等が行う避難訓練や避

難所運営訓練、自治会等が所有する避難所の

耐震化などへの支援を行う市町村に対して助

成をしてまいります。

次に、７４ページをお願いいたします。

７４ページの上から２番目、県央飛行場機

能強化事業費８４１万８千円です。県央飛行

場は、大規模災害時には緊急消防援助隊のヘ

リベースとなることから、熊本地震での検証

結果を踏まえ、給油施設や駐機スポット等を

整備するための来年度は基本設計を実施いた

します。

次に、７５ページをお願いいたします。

上から２番目、災害対策本部等機能強化事

業費４，１２１万８千円でございます。大規

模災害発生時に応急対策業務を迅速かつ的確

に行えるよう県災害対策本部等の移転に係る

実施設計を行うとともに、当分の間の防災機

能拡充のため資機材等を整備し、災害対策本

部等の機能を強化いたします。

次に、７６ページでございます。

一番上、市町村防災力強化支援事業費４１

５万１千円です。市町村の災害時の対応力を

強化するため、災害対応訓練の企画立案や市

町村の業務継続計画、ＢＣＰの策定を支援す

るとともに、県の情報連絡員や災害時緊急支

援隊員と市町村職員と合同で情報収集や共有

に関する研修を開催し、県と市町村との連携

強化を図ります。

以上で説明を終わります。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さ

んに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔明瞭に答

弁願います。

事前の通告者が９名おります。

それでは、順次指名してまいります。

まず、一つが予算概要の３０ペー守永委員

ジの災害ボランティアセンター運営支援事業

費についてです。

ボランティアが効率よく被災者支援を行う

ためのニーズ把握システムの構築とあるんで

すけども、これは災害発生後にニーズを把握

をするシステムの構築ということなのか確認

をさせてください。

それと、予算概要の４０ページの青少年健

全育成対策事業費についてですが、自死遺児

救済援護事業費補助とあるんですけども、ほ

かの要因でひとり親のために就学支援が必要

であるという状況の子供たちへの支援という

のは検討された経緯があるのかどうか教えて

ください。

それと、４３ページの私立小中学校授業料

支援事業費についてなんですが、保護者の年

収が４００万円未満の世帯に対する授業料等

の支援とあるわけですけども、単純計算では

この予算で６０人程度見込んでいることにな

るんですけども、どのような趣旨で組立てを

行った事業なのか教えてください。

予算特別委員会会議記録 第４号
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被災者の後藤県民生活・男女共同参画課長

ためのニーズ把握システムについてお答えを

いたします。

災害が発生した後、各市町村の社会福祉協

議会が主体となりまして災害ボランティアセ

ンターが設置され、公助では対応が困難な被

災者のニーズを把握し、ボランティアの力で

きめ細かな支援を行うこととなっております。

新たに構築するシステムは、この災害ボラン

ティアセンターにおきまして使用するもので、

被災者の多様で刻々と変化するニーズを効率

的に把握し支援関係者の迅速な情報共有を図

りまして、ボランティアを適時適切に被災者

支援につなげていくためのＩＣＴを活用した

システムでございます。

具体的には、あらかじめ地図情報を組み込

みまして持ち運び可能なタブレット端末を利

用し、被災世帯ごとのニーズを現地で入力、

管理でき、スタッフ間での情報共有も瞬時に

行えるものとなるよう構築していきたいと考

えております。事業主体であります大分県社

会福祉協議会と共に災害ボランティアセンタ

ーの運営リーダーや運営スタッフと協議を重

ねまして、いつ災害が発生してもすぐに使う

ことができる、そういったシステムの構築を

目指していきたいと考えております。

２点についてお徳野私学振興・青少年課長

答えいたします。

まず、自殺以外の要因でひとり親となった

子供たちへの就学支援を検討したかどうかの

御質問です。

自死遺児救済援護事業費補助は、就学支援

という観点というよりも、親の自殺という悲

しみを抱える小中学生に対しまして心の支え

となるよう入学祝い金、修学旅行への助成、

スポーツ観戦等を支援しております。平成１

６年度から寄附金を活用して開始しておりま

して、毎年３０名から４０名の子供たちの支

援をしております。

一方で就学支援という観点につきましては、

ひとり親の方の場合は児童扶養手当というの

が１８歳まで支給されております。就学支援

ということでございましたら、ひとり親かど

うかは関係なく国の制度に準じて保護者の所

得に応じて支給される制度となっているもの

が大半でございます。具体的には小中学校に

おきましては市町村が就学援助制度、それか

ら高等学校におきましては就学支援金という

制度がございまして、私立高校につきまして

は県が単独で授業料減免も行っております。

これらの制度はおおむね国の制度に準じてお

りますので、毎年国を中心にして充実など見

直しが行われております。

次に、私立小中学校授業料支援事業費につ

いてでございます。これはどのような児童を

想定しているかという御質問ですが、本制度

は、私立の小中学校に通う児童生徒が安心し

て教育が受けられるよう、年収４００万円未

満の生徒を対象に年額１０万円の授業料負担

の軽減を行い保護者の負担軽減を図るもので

ございます。私立の小中学校を選択する理由

は様々ございますが、中にはいじめや不登校

といった周りの環境になじめない、こういっ

た子供たちが私学を選択するというケースも

想定されます。私立小中学校も公立と同じく

義務教育の一端を担っておりますので、やは

り授業料支援を行っていく必要があると考え

ております。

それぞれの事業についてよく分か守永委員

りました。

災害ボランティアの運営支援事業費につい

ては、そういったシステム、特に地図を組み

込んでということで、かなり応用が利くシス

テムになるんじゃないかと思いますんで、是

非早急に普及できるような形でよろしくお願

いしたいと思います。

あと、私立小中学校授業料支援事業費につ

いては、対象となる児童の状況に合わせてと

いう配慮なんだろうと今理解しました。また、

心のケア、そういったものも含めて見守る形

で更に包括すればと思っておりますので、よ

ろしくお願いします。

予算概要３０ページ、ＮＰＯ、ボ藤田委員

ランティア活動に関わる推進事業や運営強化
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に当たると思うんですけども、こちらの事業

ではそれぞれＮＰＯへの支援ということでア

ドバイザー派遣等行っておりますけども、実

際に財政基盤のぜい弱なＮＰＯを金銭的に支

えるのが平成２５年に立ち上がりましたおお

いた共創基金、こちらが運営するめじろん共

創応援基金、これは県民や企業、団体から募

金や寄附金を集めて、それで財政的にＮＰＯ

を支援しようというものですが、こちらの創

設からこれまでの寄附金や募金の推移、それ

から基金を活用した助成や支援事業の成果、

そして次年度の寄附金、募金等に目標金額等

があるのか、また目標達成のための事業計画

というものがあるのかどうかということをお

伺いをしたいと思います。

そして、もう１点、予算概要の７３ページ、

こちらに災害被災者住宅再建支援事業として

新規で住宅被害認定研修というのが入ってお

りますけども、こちらの研修の概要について

お伺いをしたいのと、併せて９月の一般質問

でもお尋ねしましたが、り災判定をする際に

マンションに対するり災判定、大分県内では

スムーズにり災証明書が発行されているとい

うことなんですが、熊本県はまだまだ再判定、

再判定ということで非常に混乱が続いている

ようですが、そういったマニュアルや基準に

ついて戸建ての住宅あるいは共同住宅という

ことできちんとそれぞれに分かるような区分

がされてるのかということについてお伺いい

たします。

めじろん後藤県民生活・男女共同参画課長

共創応援基金についてお答えいたします。

めじろん共創応援基金こと公益財団法人お

おいた共創基金は、ＮＰＯの資金面、運営面

を支援する法人でありまして、県のおおいた

ボランティア・ＮＰＯセンター運営事業の委

託先でもあります。設立からこれまでの寄附

金、募金の額でございますが、平成２４年度

は１０８万円、平成２５年度は２３２万円、

平成２６年度は２４０万円、平成２７年度は

１９６万円、そして平成２８年度は２月末現

在で２３４万円でありまして、平成２４年か

ら２８年度の累計では１，０１０万円となっ

ております。

この財団では、この寄附金を財源にしまし

てＯＡ機器の寄贈を３６の団体に行うととも

に、提案型の助成事業として３団体を支援し

ております。また、社会貢献活動に意欲の高

い企業の冠助成、企業名を冠した寄附金や物

品の寄贈でございますが、それを７団体に行

うなど、活動基盤の強化を支援しているとこ

ろでございます。また、今年度からは個々の

ＮＰＯに自ら寄附金を集める、そういったノ

ウハウを身につけてもらい、寄附金募集の活

動を支援する大分版クラウド事業と言ってお

りますが、それも開始しているところでござ

います。

２９年度の寄附金の獲得目標は３３３万円

としておりまして、財団の社会認知度を向上

させるための広報の強化であるとか募金箱の

増設、また冠事業への参加企業の獲得、更に

大分版クラウド事業の更なる取組を進めてい

くこととしていると聞いております。また、

寄附文化の醸成を図るということで全国的な

キャンペーンとして１２月を寄附月間とした

ギビングディセンバーという、そういった取

組が今始まっておりますが、その県内初の賛

同パートナーとしまして今年度、昨年の１２

月から街頭募金活動をこの財団ではやってお

りまして、その拡充も来年度は予定してると

ころでございます。

それでは、２点に法華津防災危機管理課長

つきましてお答えをいたします。

まず、１点目の来年度の研修でありますが、

昨年４月に発生をいたしました熊本地震では、

発災直後の４月２１日に国の担当者を招きま

して県内全市町村担当者を対象に被災住家の

被害認定に関する説明会を開催いたしました。

来年度の研修では、こういった説明会の結果

と熊本地震の検証結果を踏まえまして、被災

者の生活再建の第一歩でもありますり災証明

の交付事務の迅速性と住家被害認定調査の公

平性を確保するため、国の運用指針に沿った

被害認定の調査方法や地震被害に遭った市町
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村に被害認定調査の経験から当時の対応や課

題について説明を行ってもらうことを考えて

おります。あわせまして、市町村の各種業務

の標準化を行うための被災者台帳システムの

導入につきましても市町村と検討してまいり

ます。

２点目の住家の被害認定基準についてであ

ります。

住家の被害認定基準は、まず木造プレハブ

と非木造の二つに区分されます。さらに、非

木造は、鉄骨造と鉄筋コンクリート造に分け

られております。アパートやマンション等の

集合住宅の被害認定に当たっては、原則とし

まして１棟全体で判定をし、その結果をもっ

て各住戸の被害として認定することと国の指

針に定められております。

なお、水害等で浸水した住居、浸水しなか

った住居のように各住戸間で明らかに被害の

程度が異なる場合につきましては、１棟全体

ではなく各住戸ごとに判定をしまして認定を

することとなります。

めじろん共創応援基金については、藤田委員

立ち上がりの頃は結構報道でも取り上げられ

て機運の盛り上げというのがあったんですけ

れども、５年目を迎えて一種定着してきたと

いうか、なかなか関心を取り込むのが非常に

難しい状態になってきてるのかなという気が

しております。行政の関わりという面では、

基本その基金自体の活動ということでやられ

てると思うんですが、以前御提案もしました

けども、佐賀県ではマッチングギフト方式を

採用して、県民が寄附をした額と同額を県が

基金に対して寄附をするというような取組も

しながら寄附者の意識を高めていく取組をや

られていますし、５年という節目もございま

すので、是非再度県民の注目を集めるような

取組を行政的にも対応していただければとい

うことで要望させていただきたいと思います。

そして、判定研修、本当に現場は大変本番

のときには混乱をされてると思いますけれど

も、こういうふうにしっかりと研修をして標

準化を図っていくということで内容が分かり

ましたので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

まず、概要書の７２ページ、原子力堤委員

防災対策推進事業費です。

伊方に続いて佐賀県の玄海も町長が再稼働

に同意したと報じられておりますけども、三

方を原発に囲まれてる大分県として、玄海町

長の考えについてどのように考えているのか。

また、大分市も四国電力から直接事故等の場

合は報告を望むと報じられていますけども、

大分県としても愛媛県からの報告ではなくて、

直接するように求めるべきだと考えますがど

うでしょうか。

それと、さっき部長の地震・津波対策の中

でちょっと聞き取れなかったのが、自治会の

防災倉庫の耐震化をする市町村に対して支援

をするというお話があったような気がするの

で、それを少し教えてください。

二つ目は、概要書の８４ページ、同和対策

推進費及び隣保館運営助成事業費についてで

す。

部落解放の部落差別解消推進法が成立をし

ましたけども、県として同和対策関係費に今

後変化が出てくるのかどうか。また、隣保館

と公民館との違いは明確にどこら辺にあるの

かということをお聞きいたします。

それでは、２点に法華津防災危機管理課長

ついてお答えをいたします。

まず、１点目の三方を原発に囲まれている

ということに関してであります。

大分県地域防災計画におきまして、事故時

に影響を及ぼすおそれのある近隣の原子力発

電所としまして玄海原発、川内原発、伊方原

発の三つの原子力発電所を想定しております。

本県に最も近い伊方発電所につきましては、

愛媛県と確認書を交わし、重要な異常事象に

ついて通報連絡が行われる体制をとっており

ます。玄海発電所と川内発電所につきまして

は、本県から１００キロ程度以上の距離にあ

るため、原子力災害対策特別措置法第１０条

に規定する通報事象、いわゆる施設敷地緊急

事態以上の非常事態が起こった場合に立地県
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である佐賀県、鹿児島県から情報提供を受け

る体制をとっているところであります。

なお、本県は、いずれの原発からも国が重

点地域と定めます３０キロ圏外にあるため、

プルームへの対策が中心となります。情報伝

達や屋内退避訓練を行い、原子力災害対策の

実効性を高めてまいります。

次に、情報伝達についてであります。

万一の事故の際に重要なことは、県民の安

全・安心の確保のために有用な情報を迅速に

得ることであります。事故後の錯綜した状況

の中で四国電力に問合せができるのは、防災

基本計画によりまして国と愛媛県、伊方町及

び３０キロメートル圏内の山口県に限られて

おります。一方、愛媛県は、万一のときに大

分県へ愛媛県民を避難させますので相互に情

報交換し助け合う関係にありますが、より現

実的で迅速な情報源となります。更に発電所

の事故情報に加えまして国の指示事項や愛媛

県の防護対策等、本県にとって重要な情報が

入手できます。このようなことから、愛媛県

から情報を得ることが本県にとって最善の方

法であると考えております。

２点につ池辺審議監兼人権・同和対策課長

いてお答えいたします。

まず、部落差別の解消の推進に関する法律

では、地方公共団体が努める施策として相談

体制の充実と教育啓発がうたわれております

が、相談業務、教育啓発業務とも従前から取

り組んでいるものであり、来年度の同和対策

関係予算について特段変化はございません。

次に、隣保館と公民館の違いについてです

けれども、まず隣保館とは、社会福祉法第２

条に規定された社会福祉施設であり、大分県

では市町村が運営をしております。隣保館で

は人権、社会福祉、就労、教育等の各種相談

や人権啓発事業、各種講座等を実施しており

ます。近年では地域社会全体の中で福祉の向

上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれ

たコミュニティーセンターとして発展が期待

をされているところでございます。

また、公民館でございますけれども、社会

教育法第２０条に規定された市町村が設置す

る教育機関であり、市町村その他一定地域の

住民のために実生活に即する教育、学術、文

化に関する各種の事業として講座や討論会の

開催、閲覧用図書、資料の整備、体育に関す

る集会の開催等が行われているところでござ

います。

１点お答えいたします。田邉防災対策室長

地震・津波対策加速化支援事業の補助金に

関してでございますが、この補助金について、

自治会等が所有する公民館の耐震診断につい

て市町村が助成する場合に県も助成いたしま

すという制度でございます。

一つは、原発の関係で地域防災計画堤委員

の中ということを先ほどおっしゃいました。

その中に、度々その質問もするんですけど、

結局複合災害、南海トラフの関係もあります

し、そのときに同時並行で事故が起きる可能

性もあるわけです。複合災害に対するその対

策というか、確かに追加はされました、３月

にね。追加されたけども、その記載の内容が

本当に大丈夫というのが前提となってるよう

な記載方法になってるわけ。それは是非再度、

複合の場合にはいろんな想定外では済まされ

ないような状況になるわけですから、そうい

うのも含めて複合災害に対する、再度検討す

ることを考えているのかどうかということを

聞きます。

それと、もう１個は、自治会の公民館の耐

震、これは耐震の診断に対する補助であって、

改修についての補助というのはどっか別の部

署か何かでこれはあるのかなというのを確認

したいと思います。その２点。

それでは、複合災法華津防災危機管理課長

害時の対応についてお答えをいたします。

複合災害時にやっぱり最も大事なことは、

避難の順番を間違えないことでございます。

そのため、原発事故に限らず災害対策につき

ましては正しく恐れていただき、状況に応じ

た適切な避難行動をとっていただくことだと

考えております。そのためには、危険性も当

然周知はいたしますけれども、福島原発の事
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故を踏まえた安全対策の現状も踏まえてしっ

かりと住民の皆さんにお知らせをしたいと考

えております。

今回の補助金につきまし田邉防災対策室長

ては、耐震診断ということで自治会等が所有

する公民館、まず住民の方々が集う公民館が

どうなのかということを、耐震についてどう

なのかということをはっきりしていただくた

めにそれを支援するという事業でございます。

耐震化についてどういう事業があるかという

ことは私の方では今承知しておりません。そ

ういったことも今後は検討できるかなとは思

いますが、また今後研究させていただきたい

と思います。

防災の関係で地域防災計画の新たに堤委員

つけ加えられた複合災害の問題についてもう

少し中身を再度検討し直すのかどうかという

こともさっき聞いたんだけども、それについ

てもう１回。

それと、さっきの同和の関係なんだけども、

この法律ができたから基本的には変わらない

と、予算も含めて。内容も含めて今までやっ

てるから、この法律ができたからといって別

に何らかの新たなアプローチをするというこ

とではないという認識でよろしいですか。

最後、その二つだけを。

複合災害時の対応法華津防災危機管理課長

につきましては、昨年末に実施要領に新たに

項目をまとめて定めたところであります。こ

れにつきましては、また今後防災訓練等を通

じまして見直すべき点がありましたら、それ

については検討してまいりたいと考えており

ます。

今回の法池辺審議監兼人権・同和対策課長

律でございますけれども、部落差別を何とか

してなくしたいという目的についてはもちろ

ん異議を挟むものではございませんので、そ

ういう趣旨からしますと、より部落差別をな

くすという方向については現在行っているこ

とで果たして効率的なのかと、効果が上がっ

ているのかということについては検討してい

く必要があるかと考えております。

予算概要７６ページの市町村防災木田委員

力強化支援事業費ということで、市町村のＢ

ＣＰ策定を支援するということの事業を予定

されているようでございますけども、現状、

県内市町村のＢＣＰ策定状況というのは調査

なされて把握されているのか。その計画の内

容の完成度のレベルというか、そういったも

のを含めて把握されているのかお伺いしたい

と思います。あわせて、この事業を通じてど

こまで事業を進めようとされてるか。策定さ

れたそのＢＣＰに対して県でチェックをして

いくのかということです。ＢＣＰというのは

作るのは非常に難しくて、外部の目で見てい

かないとなかなか実用に耐え得るようなＢＣ

Ｐというのが難しいんです。私も担当してて

各課に作ってもらったことあるんですけど、

なかなかこれじゃあできないなちゅうような

感があるんですが、今回は熊本の宇土市役所

がああいった庁舎が潰れてしまったというよ

うな状況で、宇土市もＢＣＰはあったと思う

んですけども、どこまで対応できたんだろう

かなと。しっかりとしたＢＣＰを作ってもら

うということは大切だろうと思いますんで、

そこまで踏み込んでやっていくのかというこ

とをお尋ねさせていただきたいと思います。

２点についてお答えいた田邉防災対策室長

します。

まず、県内の市町村のＢＣＰの策定状況で

ございますが、本年２月末現在で６団体が既

に策定を終えられております。今年度、熊本

地震がございましたが、新たに２団体を加え

まして全部で今６団体ということになってお

ります。あと残りの１２団体につきましては、

平成２９年、来年度から３０年度にかけて策

定するということで今検討中ということで伺

っております。

また、その実効性がどうなのかということ

でございます。内閣府で平成２７年５月に業

務継続計画の作成に関するガイドというのを

出しております。その中に委員からも御指摘

がありました庁舎が被災したときの代替庁舎

の確保などの重要６項目というのがございま
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す。今回、策定しております６団体につきま

してその内容を見ますと、その重要６項目全

てを網羅していない団体もまだあります。今

回のＢＣＰの研修はＢＣＰの策定だけはなく

て、その見直しあるいは継続的な更新、そう

いうのも含めて研修を行っていきたいと思っ

ておりますので、そういった中でその検討の

取組を進めていただきたいと思っております。

また、チェック体制、県はそれを確認する

のかということでございますが、実は今回の

ＢＣＰの策定研修は、我々行政の職員ではな

く、コンサルティング会社等ＢＣＰの専門事

業者をお招きして複数回にわたる実務的な研

修を行おうということで今、計画をいたして

おります。当然策定の段階ではそういった専

門事業者の方々の第三者的な視点も十分入っ

た形でのアドバイスということももらえるの

ではないかと考えておりますので、そういっ

たことで進めさせていただきたいと考えてお

ります。

まだ策定されてない市町村がある木田委員

ということで大変急がなくちゃならない、是

非取り組んでいただきたいと思います。

先ほど宇土市役所の例を申し上げましたけ

ど、やはり庁舎の被害の程度に合わせてどう

いったＢＣＰを作るかというか、被災レベル

に応じたＢＣＰが必要だと思うんです。市町

村が優先順位をつけんとね、事務の優先順位、

復旧する事務事業について最低ここまでやら

なくちゃいけないとか、そういった優先順位

をやっていくというのは非常に難しくて、ま

た職員としても悩ましいところがあるんです。

どこまですればいいんやろうかちゅう悩まし

いところも出てくるんで、そういったものを

統一的にやって進めていただいた方がよろし

いんじゃないかと思いますし、是非策定後は

外部の目からチェックしてあげるということ

が必要だと思いますが、その辺いかがでしょ

うか。

今、お話がございました田邉防災対策室長

とおりＢＣＰの策定というのは非常に時間も

掛かりますし、職員の方々にも負担をかける

ような形にはなりますが、そもそも業務継続

計画というものは、被災を想定して行政自身

自ら被災する中で限られた人的あるいは物的

な資源を活用してどのように非常時の行政事

務を行っていくかということを定めるもので

あります。

具体的に申し上げますと、まず、どのぐら

いの職員が参集できるのか、それを被害想定

を行った上で算定をしていく。それから、そ

の災害時における業務はどういったものなの

かということをしっかり取り上げていく。こ

の災害時の業務というのは２通りあろうかと

思います。災害に対する応急対策の業務はも

ちろんでございますが、災害が起こっている、

起こった後でも必ず実行しなければいけない

通常の業務、それを併せて災害時の応急業務

となりますが、そういった業務をどのように

洗い出していくのか。それから、最後にはそ

ういった業務に対してどのぐらいの時期まで

にどのようにやっていくのかということの時

期の明示も必要かと思っています。

このＢＣＰの策定を通じて自らの被災した

災害が起こった段階での業務をしっかり洗い

出していただいて、そのときの対応する職員

の人数あるいはその勢力も算定していただく

中で、今回熊本地震で問題になりました他の

市町村から応援の職員が来たときにどういっ

た業務に応援をしていただくのかということ

もこういった計画を作ることではっきりして

くるのではないかと考えております。そうい

った点でしっかり実務的な研修というものを

行っていきたいと思います。

私は、７２ページの地震・津波対原田委員

策加速化支援事業費についてお尋ねいたしま

す。

この補助の対象ですけど、市町村が行う地

域の防災活動や避難所への機能強化に対し助

成するとなってます。具体的にこの事業をど

ういうふうに取り組むかということをお知ら

せ願いたいと思います。市町村の補助の対象

は、例えば避難訓練で炊き出しをした場合、

その経費も認めるところもあるんですけど、
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その市町村が認めたことについては補助の対

象にするかということをお聞きしたいと思い

ます。

さらに、突き詰めて言えば、基礎自治体の

方でそもそもこういった制度が全てもう整っ

ているかということも併せてお聞きしたいと

思います。というのも、私の住んでる別府で

は、これまでこういった助成制度なかったん

ですよ。今度の定例会で、今なんですけど、

当初予算に新規事業として各自主防災会を補

助対象にするっていう事業が上がってるんで

すけど、県内全てでこういった制度があるか

どうか、整ってるのかということをお聞きし

たいと思います。

２点目は、自主防災活動促進事業に関わる

と思うんですけど、さきの決算特別委員会に

おいて自主防災組織の要として訓練の中心的

な役割を果たしてもらう防災士がいない地区

が津波浸水想定区域でも２割ほどあると言わ

れてました。新規防災士の養成、今年度はど

う考えているかということをお聞きしたいと

思います。

３点お答えをいたします。田邉防災対策室長

まず、地震・津波対策の加速化補助金の関

係でございます。

今回の熊本地震の検証を踏まえまして、こ

の補助金につきまして自主防災組織、そうい

った地域の住民の方々の防災活動を一層応援

していくということで考えておりますので、

今回の訓練等に係る例えば炊き出しの材料の

経費、そういったものについて市町村もそう

いう補助制度を作っているのも承知しており

ます。そういったことについても支援の対象

としていきたいと考えております。

また、こういった制度が各市町村どうなの

かということでございます。

私が承知している限り、ほぼ全市町村でこ

ういった制度をお持ちだと把握しております。

ただ、補助の内容が、その市町村によっては

自主防災組織に入ってる方の人数であるとか

そういったことで補助の内容あるいはその補

助率のようなものが若干ばらばらというとこ

ろもございます。ただ、こういう制度がもし

仮に制度的にない団体につきましても、今回

の県のこういった事業をしっかり活用してい

ただくという意味で制度の創設にもお願いし

たいと考えております。

それから、自主防災組織のお話でございま

した。

防災士の養成ということで私どもも非常に

重要と考えておりまして、平成２５年度に策

定した地震・津波対策アクションプランの中

でも３０名以上の自主防災組織に防災士の確

保ということで目標指標に掲げて取り組んで

まいりました。防災士のいない地域をなくす

ということで市町村と連携して取り組んでお

るんですが、地区の高齢化とかということも

ありまして、防災士の資格取得の勉強までし

て防災士になるということをなかなかやって

いただくということまでいっていないところ

もあると市町村からも伺っております。

今後とも地道ではございますが市町村とも

連携して、そういった空白地区を極力なくす

ようにしっかり防災士の養成研修も、より魅

力のあるような研修に変えていくと、進化さ

せていくということと、それからもう１点は、

養成させていただいた防災士の方々のネット

ワークを利用して空白地区をそういった方々

とも一緒に支援していくような形も努めてま

いりたいと考えております。

別のお話ですが、委員が御心配になってら

っしゃいます津波浸水区域でございますが、

一方ではこの区域、沿岸部１２市町村ござい

ますけども、その沿岸部１２市町村の区域の

対象区域では、全ての区域で津波避難行動計

画というのを平成２７年度末までに策定を終

了しております。今後はこの計画に基づいて

訓練なども市町村とも連携して実施していき

ながらこういった地域もしっかり取り組んで

まいりたいと考えております。

ありがとうございました。是非取原田委員

り組んでいただきたいと思います。

先ほど炊き出しのことをあえて持ち出した

のは、そんな工夫をしながら地区の自主防災
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組織ではもっと参加してもらおうという取組

をやってるわけであります。私もちょっと調

べてみると、各市町村でのいわゆる自主防災

組織の行う取組についての条件を聞くと、世

帯数の３分の１の参加が要件にあったりして、

室長もさっき言われてましたけど、別府市で

は無理だろうということで、近隣の地区にも

呼びかけるとか地区にある病院や福祉施設に

も参加してもらうことを条件としている。い

ろんな形で条件がついてるんですけど、まず

はやってないところをやってもらうために、

いきなりその条件を厳しくするんじゃなくて、

最初はもうとにかくやってくださいと。少し

ずつ条件を高めていけばいいんじゃないかな

と思いますし、そういった部分については是

非県から基礎自治体にリードして、指導して

あげていただきたいなということを要望して

質問を終わります。

３２ページの事業概要の中の犯罪木付委員

被害者等支援条例（仮称）の検討に要する経

費についてでありますが、これは昨年の９月

の請願が採択されての取組だと思います。ま

た、今年の３月議会で県下各市町村の議会で

もほとんどの議会が採択というお話を聞いて

おりますが、市町村の担当者に聞きますと、

やはり大分県が条例を制定しないとなかなか

市町村では制定ができないと、そういうよう

なお話も聞きます。この後の条例制定につい

ての工程表、スケジュールはどうなっている

のかお聞きいたします。

犯罪被害後藤県民生活・男女共同参画課長

者等支援条例（仮称）に関する御質問にお答

えいたします。

昨年２月に策定いたしました大分県犯罪被

害者等支援推進指針、これに盛り込んだ施策

の検証をしっかりと行うことが条例制定の土

台となると考えておりまして、被害者等の支

援の中核を担う警察本部とともに、指針に掲

げた取組の検証作業を進めているところでご

ざいます。また、関係機関を通じまして被害

者の声の把握を行い、その取りまとめも行っ

ているところでございまして、その指針の検

証と被害者の声を突き合わせまして課題の整

理をしているところでございます。来年度に

は条例の制定に向けた検討を進めてまいりた

いと考えております。

平成２９年度で、もう制定すると木付委員

いうことでよろしいんですか。

これから、今被害者の声柴田生活環境部長

を聞いているということを申し上げましたけ

ど、更に有識者あるいは様々な相談に当たっ

ている関係者の声も聞かないといけないとい

うことで、なるべく早く制定したいと考えて

おります。お願いします。

早くというのは、もう平成２９年木付委員

度ということで理解します。今日は請願者も

傍聴に来てますんで、是非２９年度制定に向

けて早めの行動といいますか、制定をしてい

ただきたいと思います。終わります。

概要の４７ページ、食品衛生監視衛藤委員

指導推進事業費についてお伺いします。

近年、認知症カフェや子ども食堂などの取

組が盛んになっております。本県でもこうい

った認知症カフェや子ども食堂などを設置し

ようという動きがありますが、その際に保健

所から営業許可を取るよう指導を受けるとい

うお話がございます。それによって県民の方

が大変困惑をしているということです。

岡山県では福祉目的の食事提供行為におけ

る食品衛生管理指針を作成し、これらに関わ

る営業許可は不要というようになっておりま

す。岡山県を参考にこのような指針を作成し

ていただきたいと要望いたしますけども、御

見解はいかがでしょうか。

認知症カフェや子佐伯食品安全・衛生課長

ども食堂の営業許可に関する御質問にお答え

をいたします。

食品衛生法では、不特定又は多数の者に対

し反復継続して飲食物を提供する事業につい

て、対価の徴収を問わず営業許可が必要とし

ております。食中毒の発生、危害防止が目的

でありまして、適切に管理された施設と食品

の衛生的な取扱いを求めるものであります。

岡山県の指針では、この食品衛生法の趣旨
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に基づき、地域や対象者を限定したものにつ

いては許可を不要としております。また、実

施者が講ずべき衛生管理事項として手洗い設

備の設置や食品の取扱い方法などを細かく定

めております。本県では認知症カフェや子ど

も食堂については、その運用形態を確認いた

しまして、食品衛生法の営業の定義に照らし

て許可が必要とした場合は営業許可の取得を

しているところでございます。こういった食

品衛生法の考え方に沿ったものとして岡山県

では指針を作っておりますけども、基本的な

考え方については何ら変わらないと考えてい

るところでございます。

ただ、県民の方が困惑をしているというよ

うなこともあるということでございますので、

そういったことについては保健所を通じて十

分この食品衛生法の趣旨を周知してまいりた

いと考えております。

趣旨は同じで、岡山県でも食品衛衛藤委員

生法にのっとった上でこれをやってると。一

番違うのは、恐らくスピード感だと思います。

スピード感とやる方々のお手間の問題、手間

暇の問題だと思うんですけれども、そこを配

慮して岡山県ではこういう形で指針を作成し

てスムーズに進むようにという配慮をとって

ます。それを大分県でも同じようにこういっ

たガイドラインでスピード感を持って取り組

んでいけるように、進むことを要望させてい

ただければと思います。

おおいたうつくし作戦推進事業に桑原委員

ついて質問します。

本事業は森林環境税活用事業となっていま

すが、森林環境税投入分が総事業の何割とな

っているのかを含め財源内訳をお示しくださ

い。

次に、概要書の最初のページであります予

算のポイント、３危機管理体制の充実につい

てお伺いします。

昨年９月に台風１６号がもたらした大雨に

より佐伯市で冠水被害がありました。こうし

た洪水被害は今後も確実に起きることでしょ

う。災害対策本部機能強化事業では、大規模

震災発生時における情報収集や人命救助を迅

速かつ的確に行うため、機能拡充のため資機

材を整備するとありますが、冠水地域におい

て機動的な人命救助を行うことができる小型

水陸両用バギーの整備は考えていないのかお

聞きします。

おおいたうつく梶原うつくし作戦推進課長

し作戦推進事業の財源内訳についてお答えい

たします。

事業費１，６４５万５千円のうち森林環境

税基金からの繰入れが５７１万３千円、率に

して３４．７％、それから産業廃棄物税基金

からの繰入れが７９６万６千円、率にいたし

まして４８．４％、残りが一般財源というこ

とで２７７万６千円、同じく１６．９％とい

う内訳でございます。

津波浸水による冠水地神志那消防保安室長

域において機動的な人命救助を行うことがで

きる水陸両用バギーの整備は考えていないの

かということでございますが、県下消防本部

では冠水地域での人命救助はゴムボートと消

防車両等の連携により対応することとしてい

ます。国では、緊急消防援助隊の設備機材の

一つとして水陸両用バギーと搬送用大型車両

のセットで無償貸与する事業を平成２４年度

から始めており、平成２９年３月現在で全国

２２消防機関に２２台の水陸両用バギーが貸

与されております。

なお、平成２６年度に県下消防本部に当該

事業を活用した導入の意向調査を行いました

が、水陸両用バギーの要望はありませんでし

た。

今後は南海トラフ巨大地震も懸念されます

ことから、水陸両用バギーの導入に当たって

検討の一助となるよう、既に貸与されている

消防機関の活用事例について県下消防本部に

情報提供を行いたいと考えています。

まず、バギーのことですけれども、桑原委員

２４年度から始まっているということなんで

すが、総務省消防庁では２３年の大震災のと

き等々の教訓から新たに独自の水陸両用バギ

ーを開発して、２６年の広島土砂災害、２７
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年関東・東北豪雨、２８年台風１０号におい

て新しいものを活用したと。２６年にその車

両を全国１５の消防本部に貸与なんか知りま

せんけれども貸与した。九州では熊本県の八

代広域行政事務組合消防本部に配備してると。

今後、こういうのをどんどん増やしていくと

いう方針のようでございますので、是非総務

省消防庁に大分県で貸与してくれないかとか、

資料見ましたけれども、有効なようですので

値段がもし高額でないのなら県で買うことも

検討してはいかがと思いますが、いかがでし

ょうか。

そして、うつくし作戦の方の森林環境税投

入分が３４．７％ということなんですけれど

も、その３４．７％投入している森林環境税

とか、それとか去年の報告書、大分県森林環

境税報告書に記載されてるような趣旨に沿っ

た運営というか事業構築がなされてるのか。

ちょっとどうだろうなと思うのが、これ見さ

せていただくと、どちらかというと地域活性

化対策みたいな要素が多分に多いのかな、森

林のしの字も出てきてません。その辺、県民

に対して説明ができるのかなと思うんですけ

れども、私がこういうことを何で言っている

かっていうと、去年のこの報告書を見ますと、

森林環境税を活用して森林の保全とかこうい

うことを新たに、３期目になるんですかね、

新たにやりましょうという中で、また、条例

の第１条に県民意識の醸成というのもあるん

ですけれども、趣旨から考えるともっと森林

環境の保全とか林業の振興に直接的に関わる

事業に予算を振り向けるべきだと思うんです

けれども、その報告書で述べられてることが

まだ手がついてないものがあるのに、こうい

う何かぼやっとしたところで森林のしの字も

出てないようなものにこういう使い方してい

いのかなと。これ、もしかしたら財源を組み

替えるとかしないと、このままでは県民に説

明ができないと思うんですけど、そこの見解

をお願いいたします。

消防庁は、水陸両用バ神志那消防保安室長

ギーと搬送用大型車両をセットで無償貸与い

たしております。価格にいたしますと両方合

わせて約７千万円でございます。しかし、こ

れは無償貸与でございまして、現在消防庁は

平成２６年のニーズ調査に基づきまして直接

市町村と協議の上整備を行っているわけです

が、市町村へ水陸両用バギーの活用事例の情

報提供後、市町村に希望があれば消防庁へと

つなげたいと考えております。

森林環境税の使梶原うつくし作戦推進課長

途についての御質問でございますが、この森

林環境税につきましては農林水産部が所管を

してございまして、外部の有識者から成りま

す大分県の森づくり委員会というところに各

部局から上がってまいりました関係事業につ

きまして御意見をお伺いしながら予算案とい

うことで組立てをさせていただいております。

例えば私どものうつくし作戦推進事業の中

では、お手元の資料の２１ページの二重丸の

二つ目、おおいたうつくし作戦普及啓発活動

委託ということで、２９年度は９団体に上限

３０万円で委託事業を予定してございます。

２８年度は同じ事業、１０団体に委託をして

実施をしております。その中には自然体験を

通じた子供たちの環境教育ということで、森

林をフィールドとした自然体験を通じた環境

教育だとかあるいは植樹ということで、正に

先ほど桑原委員からお話がございましたこの

森林環境税の目的に沿った事業も中に組み入

れておりますので、そういう部分につきまし

てこの森林環境税を充当させていただいてい

るということでございます。

バギーの方は国のそういった意向桑原委員

もありますので、チャンスがあればというこ

とでしっかりと進めていただければと思いま

す。

うつくし作戦の方は、３４．７％入ってる

ということなんで、その分だけでもきちっと

趣旨に沿った形にしていただきたいと思いま

す。それは今後も検証させていただきたいと

思います。

森林環境税は、農林水産部の所管というこ

となんですけども、投入された事業一覧、こ
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ちらで資料請求させていただいてよろしいで

すか。

お諮りしますが、農林水産部土居副委員長

に資料の請求がただいまございました。

皆さん、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

いいですね。でしたら、また土居副委員長

農林水産部に請求をお願いします。

通告に従って２点質問いたします。平岩委員

最初は、３４ページのＤＶのない社会づく

り推進事業費についてです。

デートＤＶ予防それからＤＶ予防の研修が

昨年何度ぐらい、何人ぐらい対象に行われ、

今年はそれをもってどのぐらいの回数を予定

していらっしゃるのかということと、研修の

ための講師が何人ぐらいいらっしゃるのかと

いうことを教えていただきたいと思います。

２点目は、４８ページの食の安全・安心推

進事業費についてです。

これも昨年、食中毒を発生させて営業停止

になった業者がどのぐらいあるのかというこ

と。そして、食の安全のために県民に具体的

な情報を県としてどう伝え、そして業者の啓

発や指導を今年はどう行っていくつもりなの

かということをお知らせいただきたいと思い

ます。

ＤＶを予後藤県民生活・男女共同参画課長

防する研修の状況につきましてお答えいたし

ます。

まず、中学生や高校生、大学生を対象とし

ました交際相手からの暴力であるデートＤＶ、

それを防止するセミナーにつきましては、２

８年度は１６回開催いたしまして、３，８４

５人が受講いたしました。２９年度は２２回

開催する予定でございます。

また、被害者の初期の対応に関わる医療機

関や消防などの職務関係者、また福祉や医療

を学んでいる学生などを対象としましたＤＶ

防止啓発研修につきましては、２８年度は６

回開催し２４５人が受講をいたしました。２

９年度も同じく６回開催の予定でございます。

さらに、学校の養護教諭等を対象にしました

ＤＶの予防教育の手法であるとか適切な対応

を学ぶ指導者養成研修につきましては１回開

催をしておりまして、１４人が受講しており

ます。２９年度は、この研修につきましては

２回開催予定でございます。

これに加えまして、デートＤＶの予防は大

変重要であると考えておりまして、２９年度

は新たに保護者や若い世代の相談に応じる方

々、そういった方々を対象とした研修を、こ

れとは別に１０回実施する予定でございます。

それから、研修の講師でございますが、県

内外で被害者の支援活動を行っている方々や

心理カウンセラーまた大学教授など現在７名

の方が講師となっております。来年度、２９

年度は、先ほど申し上げました指導者養成研

修の対象者であるとか回数を増やしまして、

この講師の養成を図っていくことと考えてお

ります。

食中毒による営業佐伯食品安全・衛生課長

停止業者数と具体的な情報発信、業者指導に

関する御質問にお答えをいたします。

平成２８年１月から１２月までの食中毒発

生件数は、大分市１件を含めて全部で６件発

生をしております。うち１件はフグ中毒でご

ざいまして、これは家庭内でありましたので

処分を行っておりませんけども、その他の５

件、５業者に対しまして２日間から３日間の

営業停止処分を行っております。

食の安全・安心に関する情報につきまして

は、現在、県のホームページのほかフェイス

ブックや県安全・安心メールによる夏場の食

中毒注意報、冬場のノロウイルス食中毒注意

報を配信しております。また、一般家庭や小

中学校向けの食中毒防止のカレンダーの作成

やメディアへの情報発信に努めているところ

でございます。また、８月の食品衛生月間な

どでは、各保健所ごとに食品衛生協会と連携

し街頭啓発活動を行っております。

事業者に対する啓発、指導につきましては、

営業許可更新時の講習会や毎年度策定をして

おります食品衛生監視指導計画に基づきまし

て計画的に立入調査や食品検査等を行ってお
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ります。

要望になるんですけれど、ＤＶに平岩委員

ついては本当に人権なんだなこれはと思いま

す。それで、やっぱり若いときに学習してお

くことが大人になったときに対処できるなと

つくづく思いますし、私、ある短大のＤＶの

研修にちょっと参加させていただいたんです

けれども、学生って自分の興味あるときには

しっかり見るけれど、そうでないところは全

然見てないというようなところで、講師が映

像の中にきつい部分もあるし、しゃべること

がきつかったら出ていってもいいですよって

言われたときに一人の学生が下を向いて出て

行かれました。だから、うちの中で見たのか

自分が経験してるのかなと思ったんですけど、

若いときにそういうことを学習していると随

分違うなと思いましたので是非力を入れてい

ただきたいし、講師が今７名いらっしゃると

いうことをお聞きしましたので、研修ができ

る環境を是非広げていただきたいなとつくづ

く思います。よろしくお願いします。

それから、食の安全については分かりまし

た。ただこれ、うちの親戚の者が１月に大手

のスーパーでカキのお弁当を買って食べたら

見事にあたったみたいで、子供に食べさせな

かったからよかったんですけど、夫婦二人は

大変な状況になったんです。黙ってちゃいけ

ないだろうと思ってお店の方にお伝えしたら、

すぐ店長さんがやってきてというようなこと

だったんです。でも、そういうのってきっと

表に出てないものがたくさんあるんだろうな

って思いましたので、やっぱり食の安全につ

いては利用者もそして提供する側も気をつけ

なければいけないなと、つくづく思っており

ますので、またお願いします。

それから、１点だけ要望になるんですけれ

ど、食育ということが生活環境部ではとても

力を入れていらっしゃいます。そして、健康

づくりの面でもとても大切なことだと思うん

です。これも小さいときからの教育が大事で、

学校ではこれが６栄養素の何だということは

ずっと家庭科の中でも保健体育でも学んでい

るんですけど、大人になるにつれてだんだん

それが希薄になっていくなっていくと思いま

す。私が若いころ、学生で一人暮らしをして

いる人が毎日ラーメンばっかり食べていて、

母親が見に行ったときは孤独死していたとい

うことがありました。母親は食育をちゃんと

教えてなかったということを悔やみましたし、

ある友人は妻が夏休みの間長くいなかったと

きに毎日そうめんばっかり食べていて栄養失

調になって救急車で運ばれたと。極端な例で

すけれども、そういう食育をしっかり学んで

ないとこういうことになるんだなとも思いま

した。逆に、好きなものを好きなときに好き

なだけ食べていい時代ではないということも、

みんな学習していかなければいけないと思い

ますし、健康であるということを大切に考え

ていくならば、食育ということを広く広くみ

んなで考えていくような世論を形成していた

だきたいと思っております。

以上で事前通告者の質疑を終土居副委員長

了しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いしま

す。

すいません。通告なしで。二つの吉岡委員

事業についてお伺いしたいと思います。

一つは、５１ページの動物愛護協働推進事

業費の中の事業概要の中の上から２段目、猫

の不妊去勢支援事業費補助についてでありま

すけれども、これは市町村が行ってるという

ことなので全市町村がまず行っているのか。

どれぐらい今まで、継続事業だと思いますの

で、どれぐらいこれで手術をされたのか。そ

れと、予算は毎年１００万円だったのかなと

いうことも教えてください。

それと、その二つ下の、今回、猫の適正飼

養普及啓発事業に関する経費っていうのがあ

るんですが、これは猫を飼えなくなった人の

ための講習なんですかね。そこら辺具体的な

ことを教えていただきたいと思います。

もう一つは、５７ページの大気環境監視推

進事業費、これ予算が去年は３，７６５万４

千円で、今年は４１３万４千円と３千万円以
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上の減になっているんですけど、これはＰＭ

２．５に関する監視施設がもう施設費用は要

らなくなったと理解していいんでしょうか。

以上、２点よろしくお願いします。

動物愛護協働推進佐伯食品安全・衛生課長

事業費についてお答えいたします。

まず、猫の不妊去勢支援の助成でございま

すが、この事業は平成２７年度から開始をい

たしました。予算額については、当初２７年

度は５０万円でございましたけども、２８年

度から１００万円に増額をしてきております。

それから、実績につきましては、残念なが

ら今のところ市町村別で見ますと別府市だけ

しか取組がなされておりません。別府市はか

なり、満額使い切っているわけでございます

が、なかなかほかの市町村の取組が遅れてい

るというのが現状でございまして、ほかの市

町村も非常に野良猫の問題で非常に困ってる

ところが多いのが現状でございますので、こ

ういった市町村に引き続きこの補助金の活用

を呼びかけていきたいと考えております。

それから、猫の適正飼養普及啓発事業につ

きましては、実は猫の引取り処分数が非常に

多いわけです。平成２７年度実績で２，３２

２頭の子猫が引取りされて処分されているわ

けでございます。この中の約７割がまだ生ま

れたばかりの子猫でございまして、この生ま

れたばかりの子猫対策をどうするかというこ

とが一番の課題になっているわけでございま

す。この事業につきましては猫を飼っている

方、飼ってない方にかかわらず、今後飼う、

猫ブームということもございましてこれから

猫を飼いたいという方もかなりおられるよう

でございますので、猫の飼い主それから飼っ

てない方も対象に講習会を開催したいと考え

ておりまして、まず来年度につきましては３

保健所を対象に三つのブロックを対象に適正

飼養の講習会を開催したいと考えております。

猫の飼い方の専門家、しつけの仕方だとか猫

の終生飼養の専門家、そういった方たちをお

招きして三つのブロックで開催をしたいと考

えておりまして、またこれも３ブロックで３

年間やっていきたいと考えている事業でござ

います。

大気環境監視推進事業費中西環境保全課長

の減額でございますが、大半が県内に１０か

所ほど自動測定機を設置して、そのデータを

リアルタイムで本庁、県庁であるとか衛生環

境研究センターにデータを送るシステムがあ

ります。そのシステムが老朽化して今年度に

更新をしております。先ほどＰＭ２．５とお

っしゃいましたけど、そういう測定機器等は

１０か所全てで整備しておりまして、そうい

うデータをリアルタイムに確認して注意報を

出したりとか注意喚起を行ったりするための

システムの費用が今年度あって、来年度はそ

の費用が要らなくなったということで減って

おります。

動物の方は、今猫ブームでもあり吉岡委員

ますので、この機会に殺処分ゼロとまでは行

かなくてもどうしても猫がかなり処分される

率が高いので、これはしっかり普及啓発をし

ていろんな市町村で取り組めるように要望し

ておきたいと思います。

それで、ごめんなさい。もう一つ。大気環

境についてもう１回説明してもらっていいで

すか。

県内に１０か所自動測定中西環境保全課長

機を各地に置いております。そこで大気汚染

物質、ＰＭ２．５であるとか二酸化硫黄とか

そういう物質を自動で測定しておりまして、

そのデータをその現場に行って見なくてもデ

ータが本庁に送信されてきて、そのデータを

見ながら注意喚起をしたりオキシダントの注

意報を出したりするというシステムを従前か

ら持っております。それが古くなっていたの

で今年度、新しい機械、システムを作り上げ

たということです。そのデータは、県庁のホ

ームページでも今まで数字がこう羅列した見

づらいものでしたけど、今は地図上のこの地

点は今オキシダントがどのぐらいですよとか、

県民の方に見やすいようなシステムになって

おります。

確認ですが、２８年度中にそれが吉岡委員
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できたので、今回の２９年度はその費用が要

らなくなったから３千万円以上不要になった

っていう、こういう理解でよろしいでしょう

か。（「はい」と言う者あり。）

２点についてお伺いをさせていた河野委員

だきたいんですが、まず１点目、７２ページ

の地震・津波対策加速化支援事業費。

これにつきましては、要するに市町村が実

施主体、ここに対して助成をするということ

なんでありますが、これについては加速化で

ありますので、例えば災害発生の切迫度に応

じて市町村、沿岸部とか内陸部とかそういっ

た傾斜配分を考えられるのか、あくまでも市

町村からの手挙げでそういった要望に応じて

やられるのかという点をお聞きしたいと思い

ます。

それから、２点目、７３ページの大分県災

害被災者住宅再建支援事業費でございますけ

れども、これは熊本地震の際に直下型という

こともあって住宅再建に非常に困難が生じた。

というのは、地盤の影響、沈下したりあるい

は傾いたりということで、国の支援事業の判

定基準については過去、東日本大震災のとき

の地盤の流動化の部分を用いて支援対象の判

定基準にはするというのはあったんですけど、

実際の支援の対象となっていなかったという

ことについて、実際に熊本市等でこれがもと

で住宅再建が進まないという非常に重要な行

政課題がありました。

それに基づいて９か月後ですけども、今新

しい制度として地盤の部分だけ支援対象とす

るということを熊本市では始められたという

ことがありまして、そういった意味でこの一

番上の災害被災者住宅再建支援費の補助、こ

れについて例えば市町村が具体の災害状況に

応じて、これが住宅再建の大きなあい路にな

っているという部分について自前の、自主的

な判断で支援を行う場合に、県はこれを補助

できるのかどうか１点お伺いしたいと。

それから、実際の被災判定あるいはそうい

ったり災証明を出すことについて、地盤の部

分というものが非常に大きな、実際には由布

市等もそういうのがあったわけでありますけ

れども、そういった地域の中の生活再建に隘

路となっている部分について、熊本等の実際

の事例というものを、先ほどおっしゃいまし

た認定研修等の中で行政判断があってそうい

った部分をやる。

実際に今９か月以上がたってようやく判定

が始まるというようなことでは非常に困ると

いう地域の声が、実際に熊本では上がったと

いうことでありますので、そういった部分に

ついて大分県内でこういった認定研修等の際

に、事例として熊本地震の検証事例という形

で、ある意味実際の被害というのは国が想定

してるようなものだけにとどまらないという

ことの事例として、是非取り入れていただき

たいと。

これは要望なんですが、その辺についてお

考えをお聞かせください。

１点についてお答えいた田邉防災対策室長

します。

加速化の補助金の傾斜配分をするのかどう

かという点でございますが、基本的には各市

町村に働きかけを行いまして要望に応じて出

していきたいと考えております。予算の説明

にもございましたとおり、今年度まで３か年

で津波の避難路あるいは避難場所について一

定の整備を行ってきたところでございますが、

今回の熊本地震を踏まえまして、なかなかや

はり初動の中で自主防災組織の活動の活性化

というか、自主防災組織が負うところ、担う

ところというのが非常に重要だということが

改めて我々も認識したところでございます。

そういった意味で、これまで市町村が支援し

ていた自主防災活動の活性化に対する助成に

ついて県も一緒に支援を行って、よりその部

分での活動の活性化を図ってまいりたい、こ

れは沿岸部ももちろんそうでございますが、

内陸部も含めてそういった活動を進めてまい

りたいと考えております。

それでは、住宅再法華津防災危機管理課長

建支援制度についてお答えをいたします。

先ほど委員から御指摘のありました地盤の
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沈下等の問題についてでありますが、本県の

制度は基本的に国の被災者生活再建支援制度

を補完するものとしまして、例えば国は一定

の戸数要件でありますとかそういうのを設け

ておりますけれども、本県は１戸から対象と

しております。更に国は大規模半壊以上を対

象としておりますけども、本県は半壊以上を

対象とするなど、既に他県に比して有利な制

度となっております。

委員の御指摘のあった点につきましては、

今後、他県の状況等につきましても研究をし

ていきたいと考えております。

それと、先ほど御要望いただきました内容

につきましては、来年度の研修にも是非反映

をさせたいと考えております。

２４ページ、おおいたジオパーク三浦委員

推進事業費です。

毎年、この２千万円でジオパークの推進を

しています。これまでの取組と再認定、秋田

県の八峰町白神ジオパークに私も行って調査

してきたんです。再認定は非常にハードルが

高いと伺っております。再認定の見通しをお

聞かせください。

もう１点、３９ページ、青少年の自立支援

の関係なんですけども、公的支援のない高校

中退者に対する支援ということで、初めて出

てきたものと思います。かなり深刻な問題な

んだと思っているんですが、高校中退者の数

とその後の支援の見通し、この２点伺います。

ジオパークの再認定山﨑自然保護推進室長

審査に関する見通しということで御質問いた

だきました。

御存じのとおりジオパーク、平成２５年９

月に豊後大野地域、それと姫島地域が日本ジ

オパークということで認定されまして、４年

後の今年の９月から秋にかけて再認定審査が

行われる予定でございます。

その再認定審査のポイントなんですけども、

やはり最初の認定を受けたときに受けた指摘

や課題、これをどうクリアしているかという

こと、それとこれまでの認定後の事業活動と

いうものが質の高いものか、また量的に十分

なものかということ、それとあと運営組織と

か体制がしっかりしてるかと、そういうこと

を総合的に判断してこれを認定するのかと。

また、前回あるジオパークで出たのが、イ

エローと。イエローというのは、２年間は猶

予を与えるけども、こういうことを課題があ

るのでこれをちゃんと解決しなさいと。それ

までに解決しないとレッドにする、要は落と

すという、そういうこともあります。

これまで豊後大野と姫島村に関しまして、

両地域の推進協議会を作り、あと県も一体と

なって応援しまして、認定時に指摘のあった

拠点施設がないとか、専門員を置けとかそう

いった指摘をされていました。それとか情報

発信のパンフレットとか案内板とかその指摘

をされてましたので、大体その辺については

今のところクリアしてる状況です。

今後とも両市村と連携しながら再認定に向

けてしっかり取り組んでいきたいと思います。

青少年自立支援徳野私学振興・青少年課長

対策事業に関してお答えいたします。

委員からも質問にございましたように、や

はり不登校、中退というのは大分県内でも非

常に深刻な問題と捉えております。特に小中

の間は義務教育で卒業できますが、高校に至

って今現在不登校者が昨年の調査で６８１人、

そのうち高校中退に至る生徒が５３６人とい

うことで、かなり全国的にも今高いペースで

推移しております。

高校在学者に関しましては教育委員会ある

いは市町村の教育委員会等で支援もございま

すが、そういったもう社会とつながりがない

ということで高校中退者に対して具体的には

学習支援を今考えておりまして、民間の事業

者と協力しまして高校を中退された方に関し

まして再び例えば通信制といった高校に戻る、

あるいは大学入学の資格を取る、それから就

職の道に進む、こういった具体的な支援がで

きないか、そういった調査も含めた事業を考

えております。

１点だけ伺わせてください。小嶋委員

ページは２１ページの未来の環境を守る人
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づくり事業費で、二重丸の三つ目に地域環境

保全基金積立金というのが計上されておりま

す。３２３万円なんですけど、これは昨年の

寄附金を歳入見てみますと４００万円から少

し減っていますが、この積立金がこの事業名

のところに立てられているのがちょっと違和

感があるんですけど、それはともかくとして、

後ほどお伺いできればと思いますが、財源で

繰入金がありますが、繰入金はこの地球環境

保全基金からの繰入金なのかどうかというこ

との確認を１個させていただきたいと思いま

す。

それから、この事業と直接関係ないのかも

しれませんが、聞きたいのは、レジ袋の無料

配布中止に伴って全県的な動きといいますか、

これが広がってきているのかどうかというこ

とです。それから、これに取り組む事業者が

拡大をしているかどうかについてお聞かせい

ただきたいと思います。

未来の環境を守梶原うつくし作戦推進課長

る人づくり事業費の地域環境保全基金の積立

金ということでございますが、これはこの資

料にございますように、今、小嶋委員から御

質問のありましたレジ袋の無料配布の中止に

伴いましてこの取組の協定に参画していただ

いております主に食品スーパーの事業者様か

らレジ袋の有料で配布したときの原料費など

を除いた分を県の方に寄附をしていただいて

おりまして、この２９年度の見込額が３２３

万円ということでここに計上させていただい

ております。

それから、レジ袋の取組でございますが、

平成２１年度から協定を締結いたしまして取

組を進めております。今年の２月末現在でこ

の協定に参加をいただいております事業者さ

んの数は３２業者、それからクリーニング組

合がございまして１組合で合計３３７店舗と

いうことです。スタート当初から比べまして

百数十店舗、店舗の数は増えてきております。

しかしながら、やはり先ほど申しましたよ

うに食品スーパーさんが中心ということで、

やはりホームセンターだとかドラッグストア

がこの取組になかなか御理解をいただけない

ということで、私どもとしても少し苦慮いた

しております。

新年度の取組といたしましては、コンビニ

エンスストアにエコバッグを広報グッズとし

て配布し、１０月を強化月間と定めてこうし

た取組を広げていこうということで新年度予

算をお願いしておりますので、よろしくお願

いいたします。

繰入金がどういうものか。土居副委員長

財源の内訳とい梶原うつくし作戦推進課長

たしましては、地域環境保全基金が５４１万

６千円、それから産業廃棄物税の繰入れが４

５８万１千円、それから先ほど議論いただき

ました森林環境税が４２５万６千円、残りが

一般財源ということで３２３万円ということ

でございます。

今、最後に言われた一般財源の３小嶋委員

２３万円というのは、この記述の中には入っ

ていないですね。１，４２５万３千円の内訳

は大体そういう金額になるのかなと思いまし

たが、３２３万円は一般財源でなく寄附金を

積み立てにしたということの理解でよろしい

んだろうと思うんですけど、問題である繰入

金の中身がわかりましたので、それはそれと

して結構だと思います。

さっき申しましたように、昨年４００万円

から７７万円ぐらい減っているのは、これは

そういう運動を推進をされたから減ったと理

解をしていいか、確認だけさせてください。

申し訳ございま梶原うつくし作戦推進課長

せん。先ほどの一般財源は寄附金ということ

で訂正をお願いします。

それから、寄附金の額が減っているという

ことにつきましては、やはり一つは運動が進

んできているということ、もう一つはレジ袋

を有料で販売するときの価格が協定で決めら

れているんですが、原材料費等が高騰をして

おりまして、その差額が減っているというこ

とでこの寄附の額も減ってきているという二

つ理由でございます。

７４ページをお願いしたいと思い尾島委員
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ます。２点お伺いします。

１点目は、県央飛行場機能強化事業費です。

先ほど説明がありましたが、災害時に最大同

時に何機受け入れることを考えているのかで

す。それから、整備される面積あるいは想定

される事業費、こういったものが分かりまし

たらお願いをしたいと思います。

それから、その下の防災ヘリコプター運航

管理事業費についてです。

防災ヘリとよかぜについては、今年度１４

億円ほどかけて機体の更新あるいは装備品の

更新をされたと思うんですが、この機体の入

れ替えは終わったんでしょうか。まず、１点

です。

それから、御案内のように先ごろ長野県で

防災ヘリが山腹に墜落して９人全員の乗務さ

れた方々がお亡くなりになるという大変痛ま

しい事故が発生したわけですが、原因として

は今まだ結果が報告されておりませんので気

象の変化とかあるいは機体の異常、そして操

縦ミス、こういったことが考えられると思う

んですが、この件に関連して幾つかの点を質

問したいと思います。

まず、防災ヘリの定員です。何名乗ってど

ういった職種の方が乗られてるのか。操縦士

とか整備士とか救助される消防士の方、こう

いった方の構成を教えてください。

それから、災害ともなれば、昼夜兼行ある

いは長時間出動というのが考えられると思う

んです。そういった場合にいわゆるリザーブ

要員といいますか交代要員の確保については

どうなってるのかということを質問したいと

思います。

それから、機体の日常点検、当然やられて

ると思うんですが、この日常点検の実施状況、

そしてまたヘリには機上整備士の方が乗務を

されてるということをお伺いするんですが、

この人の役割といいますかそういったものを

お伺いしたいと思います。

それから、異常気象に対する判断です。救

助要請があってヘリを出動させるのかさせな

いのか、あるいは現場に急行して例えば海で

あるとか山に行って気象の状況が非常に危な

いということで救助するのかしないのか、こ

ういった判断が非常に難しいと思うんですけ

ど、そういった判断はどういうふうな機能の

もとにやられているのかお伺いしたいと思い

ます。

それから、最後になりますが、今回の事故

で防災ヘリが長期間使えない状況が長野県で

はできたわけですが、いわゆる法定点検なん

かで一時的な使用ができないというのは、こ

れは想定されてると思うんですけど、今回み

たいに事故でもう長期間活動ができないとい

ったときの代替機能、これについてはどんな

ふうに検討されてるのかをお願いしたいと思

います。

少し長くなりました。

簡潔にお願いします。土居副委員長

まず、何機、今回のよ神志那消防保安室長

うな大規模災害のときに県央空港に他県から

の機材が入るかでございますが、これにつき

ましては県防災ヘリのヘリベースとして位置

づけておりますので、緊急消防援助隊の航空

小隊から１０機、そして出動準備航空小隊か

ら１２機ということと、当県機が１機あって

２３機になるんですが、１機は県庁のヘリポ

ートに行きますので、２２機でございます。

続きまして、そこの整備に係る事業費でご

ざいますけども、今のところ正確なところも

把握はいたしてないところでございます。２

９年度に基本設計をいたしますので、そこで

大体事業規模がわかろうかと認識をいたして

おります。

続きまして、機体の入れ替えについてでご

ざいますが、これにつきましては今月中に引

渡しを受ける予定でございます。今後、隊員

の安全運航のための慣熟訓練を６か月間ほど

いたしまして、１０月頃には本格的な運用を

開始したいと考えております。その後、旧機

につきましては一般競争入札で売却をしたい

と考えております。

続きまして、機体の定員でございますが、

１１席でございます。職種でございますけど
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も、防災航空隊自体は隊長１名、副隊長３名、

そして隊員４名、そして操縦士が１名、整備

士が１名、そして運航管理が常駐で１名とい

うことになっております。そしてあと、組織

といたしまして総括管理者が防災局長、そし

て運航管理責任者が消防保安室長、そして防

災航空管理者が防災航空管理監と、それと運

航指揮者が防災航空隊長でありまして、通常

の緊急運航体制でございますが、隊員５名が

基地に常駐待機いたしておりまして、救助の

際は４名、そして火災防御、救急の際は２名

が搭乗いたしまして１名は基地で通信を担当

することになります。

現在の隊員８名と、あと先ほど申し上げま

した操縦と整備につきましては九州航空に委

託いたしておりまして、操縦士２名と、その

中で交代要員を確保いたしております。そし

て、防災航空隊の隊員の方につきましては、

この中の８名の中で先ほど申し上げたような

救助そして救急の際の対応人員以外は休んで

次の交代に備えるというような形を取らせて

いただいております。

機体の日常点検につきましては、毎日８時

半のブリーフィング前に事前に整備士の方で

確認をいたしておりますし、防災航空隊の隊

員におきましても各自装備品を点検をいたし

ているところでございます。

それと、異常気象の判断は、九州航空で気

象情報の把握をいたしておりますので、それ

を活用して判断材料といたしております。

機体が長期間使えない場合、例えば耐空検

査に入っている場合等が想定されますが、そ

の場合におきましては４県、熊本県、宮崎県、

鹿児島県の４県で相互応援協定を締結いたし

ておりまして、その中で要請をかけるという

ことにいたしております。

機上整備士の役割につきましては、機内で

何らかのエラー音とかありましたら緊急に降

りられるときには降りて、整備で確実な安全

運航に努めるようチェックをすることといた

しております。

よろしいですか。土居副委員長

ほかに御質疑ございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですの土居副委員長

で、これをもって生活環境部関係予算に対す

る質疑を終わります。

暫時休憩します。

午前１１時５９分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 再開

休憩前に引き続き、委員会を開き嶋委員長

ます。

これより企画振興部関係予算の審査に入り

ますが、説明は主要な事業及び新規事業に限

り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

企画振興部関係

それでは、企画振興部関係予算に嶋委員長

ついて執行部の説明を求めます。

企画振興部の当初予算案廣瀬企画振興部長

につきまして、お手元の平成２９年度企画振

興部予算概要によりまして御説明申し上げま

す。

１ページをお開きください。

予算のポイントにつきましては、１０の政

策を柱として取り組むこととしております。

まず、安心の分野です。

１地域社会の再構築では、住み慣れた地域

に住み続けたいという住民の思いをかなえる

ため、集落機能を広域で補い合うネットワー

クコミュニティの更なる構築を進めます。

２移住・定住の促進では、本県への移住者

をより一層増加させるため、対象者の掘り起

こしからターゲットごとの情報発信、住宅支

援などの移住促進、さらに定住後の支援まで

一貫した取組を市町村と連携しながらきめ細

かく行います。

続いて、活力の分野です。

３人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推

進では、熊本地震後の観光客の回復を確かな

ものにするとともに、更なる誘客を図り、国

民文化祭やラグビーワールドカップ２０１９

などを契機として国の内外から観光客を呼び
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込むため、情報発信や地域の観光素材磨き、

受入れ態勢の整備を進めます。

４海外戦略の推進では、アジア諸国に軸足

を置きつつ欧米等も見据えた取組を推進する

とともに、留学生、留学生ＯＢの県内就職や

起業への支援を強化いたします。

５大分県ブランド力の向上では、海外への

情報発信も含めておんせん県おおいたの更な

るブランド力の向上を図るとともに、地方創

生を後押しする広報などを強化いたします。

右上に移りまして、６活力みなぎる地域づ

くりの推進では、地域資源を活用した仕事の

場づくりや新たな地域の活力を生み出す取組、

空き家や廃校を有効活用した魅力的な地域づ

くりなどへのきめ細やかな支援を引き続き行

います。

次に、発展の分野です。

７生涯にわたる力と意欲を高める「教育県

大分」の創造では、県内大学等と連携して大

学等が持つ研究開発機能や学生の活力などを

地域活性化に生かします。また、県立芸術文

化短期大学の魅力ある大学づくりに向けた施

設整備に引き続き力を入れます。

８芸術文化による創造県おおいたの推進で

は、平成３０年に開催する国民文化祭、全国

障害者芸術・文化祭に向けた準備に万全を期

します。

９スポーツの振興では、ラグビーワールド

カップ２０１９の開催に向けて会場整備や観

光、おもてなしなどの開催準備を本格化いた

します。また、東京オリンピック・パラリン

ピック等国際スポーツ大会参加チームの事前

キャンプ誘致や新たにスポーツの成長産業化

にも取り組みます。

最後に、１０の「まち・ひと・しごと」を

支える交通ネットワークの充実等では、九州

の東の玄関口としての拠点化戦略に基づき、

多くの人、物が本県を介して九州内外を行き

来するための拠点づくりに取り組みます。ま

た、東九州新幹線の整備計画路線格上げに向

けた取組も進めてまいります。

２ページにつきましては、今御説明いたし

ました各政策、事業につきまして県政推進指

針に基づく事業体系を記載しておりますので、

御覧いただければと思います。

続きまして、３ページをお開きください。

平成２９年度の企画振興部予算案について

でございます。

（１）一般会計の左側、企画振興部①の計

の欄に記載しておりますように、当部の２９

年度当初予算額の総額は７１億２，８７７万

９千円でございます。その行の右端の前年度

対比の欄でございますけども、２８年度当初

予算額と比べて１３億１，３０２万９千円の

増、率にして２２．６％の増となっておりま

す。これは、県立芸術文化短期大学の施設整

備約３．５億円増や国民文化祭の開催準備約

１．９億円の増、さらにラグビーワールドカ

ップ２０１９の開催準備約４．５億円の増な

どによるものでございます。

それでは、今回の予算に係る主な事業につ

きまして個別に説明申し上げます。

まず、１１ページをお願いいたします。

事業名欄の一番上、ふるさと大分ＵＩＪタ

ーン推進事業費１億１，７６７万１千円でご

ざいます。

この事業は、本県の人口減少に歯止めをか

けるため、市町村と一体となった移住・定住

支援を実施するものです。特に来年度は、本

県からの若者、女性の転出が多い福岡県方面

からのＵターン対策に力を入れます。具体的

には、移住希望者の掘り起こしとして、移住

コンシェルジュや移住サポーターを引き続き

配置するとともに、大規模移住相談会である

おおいた暮らしフェアを東京に加え、新たに

福岡で開催いたします。

情報発信としては、子育て層などターゲッ

ト別に効果的なＰＲを強化いたします。若者

世代にはパワーブロガーによる移住体験等の

情報発信、子育て世代やアクティブシニアに

はそれぞれの専門誌に記事広告を掲載いたし

ます。

移住促進としては、移住相談会などを毎月、

東京、大阪、福岡で開催するほか、おおいた
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暮らし体験ツアーなどを実施いたします。

続いて、１２ページをお願いいたします。

地方創生ふるさと納税活用人材育成事業費

１，３９２万６千円でございます。

この事業は、県内のデザイン関係などクリ

エイティブ分野に就職する学生の奨学金返還

を支援するため、ふるさと納税で個人や企業

から頂いた寄附金をふるさとおおいた応援基

金に積み立てるものです。

なお、実際の奨学金の返還支援は３０年度

から開始する予定であります。

続いて、１５ページをお願いいたします。

事業名欄、上から２番目、公立大学法人県

立芸術文化短期大学整備事業費５億５，３３

９万８千円でございます。

この事業は、大学施設の老朽化や狭あい化

に対応するとともに、教育機能の充実した魅

力あるキャンパスとして整備するものです。

今年度着手しました芸術デザイン棟の増築、

改修に続きまして、来年度は新たに音楽ホー

ル棟や図書館の新設、シンボルロードの整備

を行うこととしております。これらの主要施

設は、３０年度までに完成することとしてい

ます。

続いて、２０ページをお願いいたします。

事業名欄の一番下、おおいた留学生ビジネ

スセンター運営事業費２，１３９万９千円で

ございます。

この事業は、人口当たりの留学生数が日本

一という本県の強みを生かし、留学生や留学

生ＯＢなどの県内起業と就職を支援するため、

昨年１０月、別府市に開設しましたおおいた

留学生ビジネスセンターの運営を本格化する

ものでございます。

具体的には、起業支援では、専門家による

定期的な起業相談や先輩起業家との交流会を

実施いたします。就職支援では、県内企業の

見学会や企業との交流会、各種セミナーの開

催などを行います。このほか行政書士による

在留資格、ビザ取得のための相談会なども開

催することとしております。

続いて、２７ページをお願いいたします。

事業名欄の一番上、おおいた魅力アップ情

報発信事業費８，２９７万９千円でございま

す。

この事業は、本県の魅力、本県のブランド

力向上を図るものであります。おんせん県Ｃ

Ｍ第４弾「ゆけ、シンフロ部！」は、インタ

ーネット上で大きな反響を呼び、全国的な賞

を受賞するなど注目されるとともに、これま

での首都圏でのパブリシティー活動によりテ

レビ番組で大分がこれまで以上に取り上げら

れるようになりました。さらに、ブランド総

合研究所の調査による都道府県別魅力度ラン

キングでは、前年の３２位から過去最高の１

５位と大きく順位を上げたところです。２９

年度は、国民文化祭やラグビーワールドカッ

プ２０１９の本県開催を直前に控え、国内外

への積極的な情報発信に取り組みます。

続いて、３９ページをお願いいたします。

事業名欄の一番上、国民文化祭開催準備事

業費２億１，９６９万４千円でございます。

この事業は、国民文化祭、全国障害者芸術

・文化祭を来年に控え、開催行事の準備を進

めるとともに、プレイベント等による機運の

醸成や受入れ態勢の準備などに取り組むもの

であります。

具体的には、開幕、閉幕行事などの準備を

着実に進めるとともに、県内を五つのブロッ

クに分け、それぞれ地域テーマを設定して実

施する市町村実行委員会事業への支援や大会

に参加する芸術文化団体の取組に対して助成

等を行います。また、５００日前イベントや

１年前イベントを開催するほか、統一イメー

ジによる戦略的な広報を県内外で展開し、機

運の醸成を図ります。さらには、県外から出

演者を始め多くの来場者が予想されることか

ら、ボランティアの募集、着地型ツアーの企

画など受入れ態勢を整備いたします。

続いて、４１ページをお開きください。

事業名欄の一番下、ラグビーワールドカッ

プ開催準備事業費５億９，８０５万１千円で

ございます。

この事業は、ラグビーワールドカップ２０
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１９大分開催に向け、これまで取り組んでき

た機運醸成や競技普及に加え、会場の整備、

観光、おもてなし、広報、イベント、交通輸

送対策などに官民一体となって本格的に準備

を進めるものであります。

具体的には、会場整備では、試合会場とな

る大分銀行ドームの仮設照明設備の設計のほ

か、ゴールポスト等の整備を行います。観光、

おもてなしでは、九州内の開催県である福岡、

熊本両県と連携した情報発信や誘客に取り組

みます。また、広く県民や留学生などを対象

に試合会場や県内各地でおもてなしを行いま

すボランティア募集に向けて準備を行います。

広報、イベントでは、大会２年前イベントや

本年秋に予定されている試合日程発表に合わ

せたシティードレッシングに取り組みます。

さらに、交通輸送対策では、交通輸送基本計

画を策定いたします。

なお、この事業には、ラグビーワールドカ

ップ２０１９の開催経費に活用するため、開

催自治体に配分される協賛宝くじの収益金約

３億７千万円が含まれており、この収益金は

全額を日本組織委員会に拠出することとして

おります。

続いて、４６ページをお願いいたします。

事業名欄の下から２番目、移住者居住支援

事業費８，３８８万７千円でございます。

この事業は、本県への移住を促進するため、

移住者の居住支援とお試し居住施設の整備を

引き続き市町村と連携して実施するものです。

２９年度からは、助成対象として空き家等を

活用した店舗等の開設に要する費用を新たに

加えることとしています。

４８ページをお願いいたします。

国内誘客総合対策事業費９，８３０万９千

円でございます。

熊本地震により落ち込んだ本県の国内宿泊

者数は、誘客キャンペーンや九州ふっこう割

など各種施策の効果もあってＶ字回復し、ふ

っこう割終了後の１月についても対前年同月

比９７．７％とほぼ昨年並みまでに回復して

いるところです。来年度は、国民文化祭、全

国障害者芸術・文化祭を翌年に控え、国内旅

行者の完全復興プラスアルファを図るため、

おんせん県おおいたデスティネーションキャ

ンペーンで培われた観光関係者等とのネット

ワークを生かして関東、関西などエリアごと

により効果的、戦略的な誘客プロモーション

や情報発信を展開いたします。

具体的には、九州及び中四国エリアでは、

ＪＲ九州と連携した大分、熊本キャンペーン

を実施するほか、山口県など近隣県との連携

による旅行商品の造成や誘客を行います。大

阪を中心とした関西、中部エリアでは、新幹

線を活用した団体旅行の誘致に力を入れます。

さらに、首都圏を中心とした東日本エリアで

は、旅行会社と連携した航空機利用者向けの

商品造成や坐来大分を活用したメディア向け

のＰＲ会を開催することとしております。

続きまして、４９ページをお願いいたしま

す。

六郷満山開山１３００年記念観光推進事業

費２，６２０万２千円でございます。

この事業は、六郷満山開山１３００年祭に

合わせて市町村等と連携し情報発信や誘客対

策に取り組み、観光客の増加を図るものであ

ります。

具体的には、関心の高いと思われるアクテ

ィブシニアや外国人向けの観光ルートづくり

や二次交通の実証実験などを行います。また、

ＪＲグループと連携し全国の主要駅にポスタ

ーを掲示するほか、九州国立博物館において

六郷満山展を開催することとしております。

続きまして、５６ページをお願いいたしま

す。

インバウンド推進事業費１億１４０万５千

円でございます。

この事業は、国民文化祭やラグビーワール

ドカップ２０１９の開催を見据え、アジアに

軸足を置きつつ欧米向けの情報発信や誘客対

策に取り組むものであります。

具体的には、アジア向けには、韓国、台湾、

中国、香港などの重点エリアごとに旅行ニー

ズに応じた情報発信や誘客を行います。欧米
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向けには、旅行ガイドブックとして人気の高

いミシュラン・グリーンガイドのウエブ版や

旅行予約サイトによる情報発信を行います。

さらに、ゴールデンルート上の東京都や京都

府、ラグビーワールドカップ２０１９の九州

開催県であります福岡、熊本両県と連携して

誘客に取り組みます。

最後に、６３ページをお願いいたします。

事業名欄の一番上、九州の東の玄関口とし

ての拠点化推進事業費６，３２８万３千円で

ございます。

この事業は、今年度策定する九州の東の玄

関口としての拠点化戦略を実行するため、拠

点施設の利便性向上や飛行機、フェリー、バ

スなど県内各地と県外とを結ぶ交通ネットワ

ークの充実に取り組むものであります。

具体的には、フェリー航路の利用促進のた

め、フェリー事業者や就航先地域と連携した

ＰＲ活動に取り組むとともに、別府港フェリ

ーターミナルの再編に向けた準備を進めます。

また、国内航空路線の利用促進として、ＬＣ

Ｃのジェットスター・ジャパン就航先の近隣

県であります熊本県や愛媛県と連携したＰＲ

活動などを行います。さらに、大分空港への

アクセスについては、豊肥地域からの公共交

通によるアクセスの実証実験を行いたいと考

えております。

以上が企画振興部の平成２９年度当初予算

案に係る主な事業でございます。よろしく御

審議のほどお願い申し上げます。

以上で説明は終わりました。嶋委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さ

んに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔明瞭に答

弁願います。

事前の通告者が７名おります。時間も限ら

れておりますので、円滑な進行に御協力願い

ます。

それでは、順次指名してまいります。

一つ通告をしているのと、もう１守永委員

点だけ通告外でお願いしたいと思います。

まず、一つが予算概要の６４ページ、鉄道

駅バリアフリー化推進事業費についてなんで

すけども、高齢者や障がいのある方々へのバ

リアフリーを実現する事業として計上されて

るわけですが、この事業はＪＲ九州に対する

助成となっています。駅構内に入っていく際

の部分、車椅子用のタクシーの乗車下車のス

ペースなど周辺の環境整備についても行われ

るようになるのか、また計画段階で利用者の

声を反映できているのかお伺いしたいと思い

ます。

もう１点が、４１ページにラグビーワール

ドカップの開催準備事業費があるんですが、

実は土木建築部の中にも県営都市公園施設整

備事業費でワールドカップに向けて芝生の張

り替えが予算計上されています。トリニータ

の試合等の絡みもあるんですけども、そうい

った事業がトリニータの試合予定と調整がう

まくいってるのか、その辺をお伺いしたいと

思います。

二つ御質問を頂戴いたし土田交通政策課長

ました。

一つ目につきまして、本事業の対象となり

ますのは、いわゆる鉄道駅におけるバリアフ

リー化に係るものでございまして、委員おっ

しゃいました駅前広場などの周辺地域に係る

整備は対象としていないということでござい

ます。ただ、一方で障がい者などの皆様の移

動の連続性を考えますと、駅と駅前広場など

の周辺地域を一体的に捉える必要があるとは

考えておりまして、ＪＲ九州であるとか、あ

とは駅前広場の土地を多く所有してると考え

られる市町と連携した上でその駅と駅前広場

との連続性に留意することも重要であると考

えてございます。

二つ目の利用者の声の反映でございますけ

れども、駅におけるバリアフリー化の際には

当然障がい者といったような利用者の皆様の

声を聞いて、移動する際に発生するニーズを

踏まえて整備をすることが重要だと思ってご

ざいますので、ＪＲ九州に対しましては障が

い者団体などの皆様と協議の場を通じまして
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しっかりとそういった声を聞くように要請を

したいというふうに考えてございます。

ラグビー中村国際スポーツ誘致・推進室長

ワールドカップの準備に係る施設整備につい

て回答させていただきたいと思います。

ラグビーワールドカップの施設整備に関し

ましては、トリニータのホームゲームとホー

ムゲームの間の期間ですとか、あるいはシー

ズンオフに行うこととしておりまして、その

日程に影響がないようにしております。

バリアフリーについては、是非事守永委員

業が高評価につながるように取組、調整をお

願いしたいと思います。

あと、ホームゲームに差し支えないように

調整をしながらということで、ただ芝生につ

いては土木でも通告をして質問しようと思っ

ているんですけども、差し障りがないかどう

か気になっていますんで、その辺も是非意識

して双方が円滑に進むようによろしくお願い

したいと思います。

以上、要望ということでお願いします。

今のバリアフリーの駅の関係なんで堤委員

すけれども、今回鶴崎駅と大在駅のエレベー

ター等の設置の補助というふうに聞いており

ます。平成３２年度までにはそのほかのバリ

アフリーとして別府大学駅や高城駅等の協議

を進めると聞いているんですけども、乗降客

３千名未満の駅についての今後の検討はどう

かと。バリアフリーについては、エレベータ

ーの設置、先ほど障がい者の方々のニーズを

聞いて協議を進めていくというお話が出まし

たけども、エレベーター以外にどういうとこ

ろでバリアフリーを検討されているのかとい

う点が一つ。

もう一つは、６５ページの東九州新幹線推

進事業費、陸上・海上交通体系対策費、太平

洋新国土軸構想推進事業費、これ機運醸成の

シンポなどの開催をする予定となっておりま

すけれども、質疑でも質問したんですけれど

も、具体的な課題についてはどのようにこの

シンポの中で県民の皆さんにお知らせをして

いくのか。また、日豊本線の高速化や複線化

の進捗、豊予海峡ルート推進協議会の来年度

の取組はどうなるのかという点をお伺いいた

します。

幾つか御質問を頂戴いた土田交通政策課長

しました。

まず、鉄道駅のバリアフリー化につきまし

ては、１日当たりの平均的な利用者３千人未

満の駅については、国の基本方針におきまし

て高齢者、障がい者などの利用の実態を踏ま

えて可能な限り実施するとされてございます。

ですので、まずは３千人以上の利用者を有し

てまだバリアフリー化を実施していない４駅、

鶴崎、大在、高城、別府大学駅のバリアフリ

ー化をした上で、３千人未満の駅につきまし

ては今後の検討課題としてＪＲ九州あるいは

国、地元市町と協議を進めていきたいと考え

てございます。

整備する施設につきましては、エレベータ

ー、スロープといった段差の解消に加えまし

て、点状ブロックといったような転落防止の

ための設備でありますとか、障がい者対応型

トイレなどについても地域の要請の下、駅の

構造の制約状況を踏まえて可能な限り整備を

行うと国の基本方針でされているところでご

ざいます。このため、事業の対象となる４駅

につきましては、それぞれの駅の状況を踏ま

えましてエレベーター以外の整備も行うこと

としてございます。例えば来年度設計を行う

予定の鶴崎駅におきましては、エレベーター

のほかに駅構内に入るためのスロープを新し

く作ったり、あるいは多目的トイレについて

も整備をする予定でございます。

また、もう一つ質問を頂戴しました東九州

新幹線等々についての御質問でございます。

まず、東九州新幹線の課題について今後ど

のようにしていくかということにつきまして

は、今後、機運醸成の過程でシンポジウムの

ほかに説明会なども順次行ってまいりたいと

思ってございますけれども、その際には別途

説明のための資料を準備する予定でおります。

その資料の中にはせんだっての一般質問で出

たような並行在来線の課題に加えまして、ス
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トロー現象といったような課題についてもし

っかりと記載させていただいて丁寧に説明を

していきたいというふうに思ってございます。

また、日豊本線の高速化、複線化につきま

しては、毎年度、高速複線化の期成同盟会が

ございますけれども、この同盟会として沿線

市町とともに国あるいはＪＲ九州に対して要

望活動を行っているところでございます。

また最後、新国土軸の事業費につきまして

は、来年度事業についてのお問い合わせでご

ざいました。こちらについては、現在の事務

局である愛媛県と連携いたしまして国への要

望活動、さらにはこの協議会として豊予海峡

間の交流を促進する事業に対して助成を行っ

ておりまして、その活動を継続的に来年度も

実施する予定としてございます。

バリアフリーの関係については、是堤委員

非その３千名、とりあえずは３２年度までそ

の四つの駅をやっていただきたいと。そのと

きに、結局視覚障がいの方々、今非常に都会

の方では問題になっておるんだけども、そう

いう柵と言うんですか、そういうものについ

ての検討はされたのかなというふうに思いま

す。それをちょっと聞かせてください。

その３２年度以降、具体的に県としても協

議会か何かあって３２年度以降についても継

続して３千名未満のやつも検討していくとい

う認識でいいのかということを聞かせてくだ

さい。

それと、豊予海峡ルートの関係なんですけ

ども、国への要望というのは毎回毎回してい

るんだけれども、結局なかなか国とすれば具

体的な動きがないわけですよね。そういった

点で国への要望に対して国のその回答という

か、具体的にどういうふうな動きがあるかと

いうのがあればそれを再度教えてください。

お答え申し上げます。土田交通政策課長

まず、転落防止柵につきましては、こちら

も国の基本方針の中では、利用者の実態であ

るとかあるいは駅の構造の制約を踏まえて可

能な限り整備するメニューに入ってございま

す。このため、今後整備する４駅については、

先ほど申し上げたように利用者の障がい者団

体の方との協議の場を通じて実際のニーズを

酌み上げて、必要であれば設置をするように

ＪＲ九州にも求めていきたいと考えてござい

ます。

また、その３２年度までに全て４駅終わっ

たその後の話がございました。それについて

は、まだＪＲ九州と具体的に相談はできてい

ない状況でございます。協議会などの場を使

ってどうするかというのもまだ未定でござい

ますけれども、いずれにしてもまず４駅を仕

上げた上で、３千人未満の駅については地元

の市町あるいはその障がい者団体等の利用者

の皆様の声を聞きながら検討していきたいと

いうふうに考えてございます。

最後、豊予海峡につきましては、申し上げ

たとおり毎年度国への要望活動をしてござい

ます。その中では、やはり多大なコストがか

かる、あるいはほかのインフラ整備といった

関係もありまして、国も今後の長期的な検討

課題として捉えているというところで、国の

国土形成計画におきましても長期的な視点か

ら取り組むというふうにされてございますの

で、そういった観点での回答をいただいてる

ところでございます。

それでは、質問いたします。井上（明）委員

予算概要１１ページです。ふるさと大分Ｕ

ＩＪターン推進事業。

人口減少対策の中でも非常に重要な事業で

はなかろうかと思います。昨年は大分県内の

移住者過去最多の６１７名というお話も頂い

ておりますけども、これまでの成果と今後の

取組ということで通告しておりましたが、今

後の取組については先ほど部長が詳しくお話

あったところですけれども、そのほかありま

したらこれまでの成果と今後の取組です。

そして、もう一つが２７ページ、おおいた

魅力アップ情報発信事業ということで、この

中で国内と海外のパブリシティー活動、これ

合わせて２，９００万円ということですけど

も、パブリシティーというのはよく広告と混

同されがちなんですが、広告というのはいわ
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ゆる自分からお金を出してＰＲする広告です。

パブリシティーは、メディアでニュースとか

記事で取り上げるということだと思うんです

が、これはパブリシティーというとメディア

が取り上げるんで無償のはずなんですけど、

予算が組まれているっていうことはいわゆる

ペイドパブリシティーちゅうかそういうこと

なのかなと思うんですが、どのような方法で

行うのかということです。

それから、ＳＮＳを活用した情報発信、こ

れは小さい予算で２２万円なんですが、これ

もＳＮＳの活用というとそんなにお金もかか

らないんじゃないかなという気もするわけで

すが、こちらもどのような方法で行うのか質

問いたします。

ふる高橋まち・ひと・しごと創生推進室長

さと大分ＵＩＪターン推進事業の関係でお答

えをいたします。

これまでの成果ということでございます。

繰り返しになりますが、一つは相談件数。こ

れは２月末現在で１，２９９件ということで

過去最高。それから、移住者につきましても、

これは暦年ですけれども６１７ということで

過去最高の数字を出しております。それに加

えまして、ふるさと回帰支援センターという

ところが移住の希望のランキングを出してお

りまして、２０１５年は大分県は９位だった

んですけれども、パブリシティー等努力をい

たしまして、２０１６年ですけれども第７位

ということでランクアップをしております。

これは情報発信の成果かなというふうに思い

ます。

あと、大体ダブりますけれども、情報発信

につきましては、パワーブロガー、これを使

いまして体験移住をしてもらいまして情報発

信をしていくと。ブログも活用したいと。そ

れから、特に福岡対策、これに今後は力を入

れていきたいということでございまして、コ

ミュニティーＦＭ、福岡でのコミュニティー

ＦＭを活用して番組を１年間通してやってい

くということでございます。

移住相談会につきましては、東京、福岡、

大阪でそれぞれ毎月やっております。これを

引き続きやっていきたいと思います。これに

つきましては、大分県は毎月この移住相談会

を必ずやるということで相談者もぱっと来て、

次いつ来てください、いつ相談会ありますっ

ていう紹介を毎月やるもんですから、その辺

必ずやるので非常にスムーズにいくというこ

とでございます。それも一つの成果かなとい

うふうに思います。

それから、来年の取組でございます。お尋

ねいただいていますけれども、体験ツアーで

す。これ今度、福岡を中心にして女性をター

ゲットにして３回ほどやるようにしておりま

す。そういったところでございます。

パブリシティーについて高屋広報広聴課長

質問いただきましたけども、委員おっしゃる

とおりのやり方でございますが、まず国内で

すけども、パブリシティーにつきましてはや

はり東京に加えて関西圏が大変マスコミが多

いと。そこで記事を書いてもらうことがパブ

リシティーなんですけど、そのためには相手

が求めているものをペーパーにして渡すとい

う形が必要でございます。それをニュースレ

ターと呼んでおりますけれども、そのニュー

スレターを、関西と首都圏では４６７社ほど

ありますので、そこに届ける経費をＰＲ会社、

プロと組みまして中身をブラッシュアップし

て届けています。併せてメディアコンタクト

もやっておりまして、首都圏で２００回を超

える回数、関西圏で１００回ほどでやってお

ります。それが国内のパブリシティーのやり

方でございます。

ＳＮＳにつきましては、確かに金はかかり

ませんけれども、今フェイスブックとツイッ

ターが主ですけれども、だんだん使う年齢層

が高齢化してきて、若い人はインスタグラム

とＬＩＮＥとなっております。その四つを制

覇しないとＳＮＳは制覇したと言えないとい

うふうになっております。そこでＬＩＮＥと

インスタグラムの公式アカウントを取るため

の初動経費と言いますか、それを２２万円ほ

ど計上しております。
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後の方から行きますが、パ井上（明）委員

ブリシティーという方法です。広告というの

はその広告を出す人が売り込むわけですから

聞く方もこれは売り込みだと、いいことしか

言わんだろうと思うけど、パブリシティーだ

ったら客観性があるというのでより効果はあ

るとは思うんですが、やはりこちらがするの

じゃなくて書いてもらわなきゃいけないんで、

こちらの意図が正確に伝わって発信してもら

わないと、思ったのと違う結果にもなる可能

性もあると思いますので、その辺のところを

よく十分に連携を取ってと言いますか、こち

らの意図をよく伝えるように努力していただ

くようにお願いしたいと思います。

あと、移住の件です。いろいろと成果が出

て相談数も多い、移住者も多いということで

すが、移住してきた人の定着というのがどう

なっているのかなと思います。

この前、地方創生対策特別委員会で昨年、

非常に移住者の多い宇佐市に視察に行ったと

きに非常によくマッチングをやっていて、移

住したい人がそこの地域に来たときに、例え

ば年に祭りが何回あって、要するに出ていく

ことが何回ぐらいあってお金がどのくらい掛

かるとか、えてして都会の人が田舎に行くと

余りにも煩わしいことが多くてこんなはずじ

ゃなかったとかなりがちなのを事前にマッチ

ングするっちゅう活動をよくされてて、宇佐

市の場合は非常に順調だということをお聞き

したんですが、移住者が増えるのは非常にい

いんですが、定着率というのはどうなのかな

というのをお尋ねします。

移住高橋まち・ひと・しごと創生推進室長

の定着率というのは、直接そういったデータ

はございませんけれども、委員おっしゃるよ

うに移住する前の段階でいいところだけでは

なくてこういうデメリットと言いますか、地

域の関係があるとかそういったことは十分周

知をしてもらうようにしておりますし、また

そういったところの市町村がやはり定着率が

高いと。加えまして、我々も来てもらうとい

うだけではなくて、せっかく来てもらったら

そこに住み着いてもらうということも目指し

ておりまして、今年度から移住者の交流会と

いうのを開催しております。これ、今年３回

やりましたけれども、５年以内に移住した方

を集めましてそこで情報交換等、あるいは問

題点とかそういったものを我々も一緒に入っ

て聞きますし、こうしてほしいとかいう話が

あればそこで吸い上げて施策に生かすという

ようなこともやっております。

ちなみに地域おこし協力隊というのがござ

いまして、３年任期なんですけれど、これ２

７年末ですけれども任期が明けた２７名のう

ち１５名が定着ということで、それも一つ、

半分以上は定着をしているというようなデー

タもございます。

大分県は移住を希望する人井上（明）委員

たちの間でも非常に人気があると言いますか、

そういう雑誌があってランキングが上の方の

ようでありますし、転出者も少ないんですね、

たしか。それで、あと出生率も減り方が一番

少ないということで人口減少が全国的に非常

に多い中では非常に頑張っている県だと思い

ますので、今後とも取組をよろしくお願いい

たします。

新規事業の国東半島地域広域連携木付委員

促進事業、これ全額国庫ですけど具体的な内

容をお願いいたします。

国東半島地域広域連森高地域活力応援室長

携促進事業についてお答えいたします。

委員がおっしゃいましたように、これは全

額国庫でございます。国東半島の四つの市町

が連携して取り組む事業に対しまして補助す

るものでございます。

主な内容といたしましては、平成３０年に

六郷満山開山１３００年を迎えるに当たり、

２９年度はプレイベントを実施する予定です。

さらに、それに合わせましてツアーの造成、

プロモーション動画の作成等を予定しており

ます。それから、国東半島内のサイクルツー

リズムを推進したいという考えがございまし

て、そのためにルートの設定を今後検討して

いこうとしております。そこでプロのサイク
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リストを招集いたしまして実走していただき、

課題の抽出やニーズの整理をするなどの基礎

調査を行う予定です。また、国東半島の食品、

観光、人等地域資源を掘り下げたしっかりし

た情報紙を発行する予定です。以上のような

取組を実施する予定にしております。

来年度以降も国庫の予算は付く予木付委員

定なんでしょうか。

この事業は３か年の森高地域活力応援室長

事業計画でございます。来年度も実施する予

定にしております。

３か年の予定だということですが、木付委員

六郷満山はもう開山は来年で終わる、３０年

度で終わるんですが、先ほど地域資源の開発

とかそういうお話がありました。これは県単

だけでもやっていけるんじゃないかと思いま

すが、そういう方向性について最後お尋ねい

たします。

国庫補助金の事業計森高地域活力応援室長

画は３か年で終わりますけれども、その後に

つきましても県の県単事業でございます総合

補助金だとかほかのメニューがございますの

で、地域の方々の御希望がございましたらそ

ちらの方でも応援していけると考えておりま

す。

二つ質問いたします。土居委員

概要の３９ページです。創造県おおいた推

進事業費で、この中にリーディングプロジェ

クトの支援があります。この内容と今年度の

事業の効果、実績、そして２９年度の取組に

ついて聞きます。

それから、アーツコンソーシアム大分の内

容を少々詳しく伺いたいと思います。

２番目に、概要の５６ページです。インバ

ウンド推進事業費が上がっておりますが、阿

蘇くじゅう国立公園は満喫プロジェクトに選

定されて、外国人の観光客に魅力ある国立公

園を作っていこうと今しています。県では生

活環境部がそれに当たっておりますが、企画

振興部の関わりも大変大事だと考えておりま

す。企画振興部の取組について伺います。

まず、一つ目の御質佐藤芸術文化振興課長

問です。リーディングプロジェクト支援の内

容と２８年度、今年度の事業効果、それと来

年度、２９年度の方針についての御質問です

が、本県では、現在、県内各地で芸術文化の

取組が行われております。それらの取組をリ

ードする取組として、全国的にも高い評価や

注目を集めている別府のアートイベントをリ

ーディングプロジェクトとして支援しており

ます。別府で展開するアートイベントの取組

に合わせまして県内の竹田や国東など他の地

域でのアートイベントや各地域の魅力を併せ

て発信することで県全体への周遊、あるいは

情報発信につなげたいというふうに考えて支

援をしております。

予算額５千万円のうち文化庁の補助金が４

千万円財源として入っておりまして、１千万

円が県費となっております。なお、これとは

別に地元の別府市が２千万円を負担しており

ます。

２８年度は、若手のアーティストを招へい

しまして別府の市役所内で作品を発表するｉ

ｎＢＥＰＰＵというアートイベントを開催し

ました。また、別府市内で８７の団体が参加

したベップ・アート・マンスというイベント

を併せて開催して、総参加者は１万４，３６

０人となっております。

２９年度、来年度も同様のスキームで実施

をしたいと考えておりますが、今年度以上に

多くの誘客が図られるようアーティストの選

定、プロジェクトの内容充実に努めたいと考

えております。

それから、二つ目の御質問です。

アーツコンソーシアム大分の詳しい内容と

いうことですが、文化庁の地域における文化

推進体制の構築を促進する補助事業がござい

まして、全国５か所の一つとして採択されま

して、今年度、平成２８年度より実施してお

ります。３年間の継続と、補助の予定となっ

ております。大分県と大分県芸術文化スポー

ツ振興財団、それと大分県立芸術文化短期大

学の三者で組織を構成しておりまして、事務

局は芸術文化スポーツ振興財団内に設置しま
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して、事務局長として文化庁の創造都市の政

策に造詣の深い元日本政策投資銀行大分支店

長の三浦宏樹さんに従事してもらっておりま

す。

主な業務といたしましては、一つは、地域

のアートプロジェクトに係る評価手法の研究、

それから二つ目、民間資金獲得に関する研究、

三つ目は芸術文化短期大学のアートマネジメ

ント講座との連携などの取組を進めるよう検

討しております。

阿蘇くじゅう国立阿部観光・地域振興課長

公園満喫プロジェクトに関連した企画振興部

の取組についてお答えいたします。

生活環境部では満喫プロジェクトの全体の

総括、調整を行っていますが、企画振興部で

はインバウンド推進のため特に欧米客を呼び

込みたいと考え、情報発信と商品開発に取り

組むこととしております。

情報発信では、エリア内にある久住高原や

長者原、由布、鶴見岳などすばらしい自然素

材やこれに関連した観光素材について「ミシ

ュラン・グリーンガイド」ウエブやＳＮＳな

どを活用した情報発信の強化を図ることとし

ております。

また、受入れ態勢の整備につきましては、

現在例えばイングランドで人気のフットパス

を参考にしたタデ原湿原等での散策やくじゅ

う連山でのトレッキングなど着地型旅行商品

の開発のための調査を今実施してるところで

ございます。この調査結果を基に、予算概要

５０ページに実は記載しておりますが、観光

地域磨き推進事業っていうのがございまして、

こちらの魅力ある地域づくり・観光づくり事

業の中で特に欧米などの観光客が好む着地型

旅行商品の開発を行うということを計画して

おります。

生活環境部の取組に加え、これらの取組を

行うことにより阿蘇くじゅう国立公園を外国

人観光客にとって魅力のある国立公園に磨き

上げ、インバウンド推進の起爆剤としたいと

考えております。

まず、予算概要６４ページの地域桑原委員

公共交通活性化事業、地方バス路線維持対策

費、生活交通路線支援事業に関連して質問し

ます。

昨年度の予算特別委員会で私は、交通弱者

政策としましていつまでも赤字路線のバスに

補助金を支給するという従来型の政策を続け

るのではなくて、ライドシェアサービスの導

入を検討すべきと提案したところ、土田交通

政策課長より、既に導入した自治体で生じた

メリット、デメリットを研究した上で５年サ

イクルのＰＤＣＡを回す中、交通網形成計画

の中に溶け込ませるべきかどうかを判断し、

きちんと位置付けするという趣旨の答弁を頂

きましたが、この１年で先行自治体の取組に

ついての研究は開始されているのか質問させ

ていただきます。

次に、予算概要書４８ページにあります国

内誘客総合対策事業に関して質問します。

概要に、国内旅行者の誘客を促すため民間

事業者等の強みを生かした情報発信や誘客対

策を実施するとあり、リメンバー九州キャン

ペーンや大分熊本キャンペーンといったＪＲ

グループと連携した誘客対策が挙げられてい

ますが、こういったキャンペーンでの集客力

を向上させるための方策として位置情報ゲー

ムとの連携は考えていないのか質問させてい

ただきます。

ライドシェアについて御土田交通政策課長

質問を頂戴しました。

昨年３月に御質問を頂戴しまして、それ以

降の動きとしまして、我々の方でも随時研究

してございます。

他の自治体におけるライドシェアに向けた

動きとしましては、例えば京都府の京丹後市

が昨年５月からＵｂｅｒアプリを活用した公

共交通空白地の有償運送を開始した、あるい

は北海道の中頓別町が昨年８月から同じくＵ

ｂｅｒアプリを活用した無償の実証実験を開

始したと把握してございます。ただ、それぞ

れ取組を開始してまだ１年たってございませ

んで、そのメリット、デメリットについては

地元自治体はまだ検証し切れていないと聞い
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てるところでございます。

一方、その内容について当方でも調べまし

たところ、京丹後市の取組は道路運送法に基

づく自家用有償旅客運送という形式を取って

ございまして、いわゆるライドシェアに当た

らないと聞いてございます。また、中頓別町

の取組については、実証実験として無償で運

行を行っているものでありまして、こちらも

いわゆる有償を前提としたライドシェアとは

少し異なると考えているところでございます。

また、昨年１０月には国土交通省の石井大

臣がライドシェアについて、運行管理や車両

整備などについて責任を負う主体を置かない

ままに自家用車のドライバーのみが運送責任

を負う形態は安全の確保あるいは利用者の保

護の観点から問題があると考えていて、極め

て慎重な検討が必要というふうに会見で述べ

てございます。

以上のような状況から考えますと、ライド

シェアを実際に実現するに当たりましては、

多くの議論が今後行われるんではないかと考

えておりまして、まずはこれらの議論を注視

してまいりたいと考えてございます。

ＪＲキャンペーン阿部観光・地域振興課長

と連携いたしました位置情報ゲームとの連携

についてお答えいたします。

位置情報ゲームとしましては、大人気のポ

ケモンＧＯや全国の鉄道駅をめぐるステーシ

ョンメモリーズ！などがございます。このよ

うな位置情報ゲームと連携した取組としまし

ては、本県を訪れることでゲームをより楽し

めるオリジナルのアイテムを入手できたり、

スタンプラリーを実施し県内の周遊を促進す

るなどの効果が考えられます。岩手県がステ

ーションメモリーズ！とコラボして行いまし

た事例では、指定された駅や店舗を利用する

とオリジナルの缶バッジやコースターがもら

えたり、指定駅を全て訪れると県産品のプレ

ゼントの応募券を入手できたりするキャンペ

ーンを約３か月間行い、その結果４，７００

人が参加したとの情報もございます。

ゲームの活用につきましては、若年層の誘

客に非常に効果があると思われる一方、掛か

る費用に加え、既に多種多様なゲームが出回

っており、注目度の点においても課題がある

と思われます。今後、その費用や効果などに

ついて先行事例の調査を行いますとともに、

ＪＲ各社とも研究していきたいと考えており

ます。

交通政策課の方は時間がありませ桑原委員

んので、また分科会で続けさせていただけれ

ばと思います。

国内誘客のこの位置情報ゲームなんですけ

れど、御答弁いただきましたように岩手県で

のステーションメモリーズ！、通称駅メモ！

は、御説明いただいたように４，７００人の

ユーザー、開催期間中の経済効果２億３，４

００万円という情報も出ております。

この駅メモ！っていうのは、全国各地の鉄

道駅を訪問し、「でんこ」という鉄道をモチ

ーフにした萌えキャラを育てて、他のプレー

ヤーと競い合うということであります。その

駅メモ！を手がけているモバイルファクトリ

ーという会社は、日本全国にある城跡を訪れ

て武将を萌えキャラ化した偉人たちを育て陣

取り合戦を楽しむ新しい位置情報ゲーム、レ

キシトコネクトをこの春に配信するというよ

うな話だったんですけれども、実は昨日配信

されております。私もインストールして、今

日の朝控室から府内城にアクセスしまして萌

えキャラのレベルをちょっと上げたんですけ

れども、どんどん位置情報のゲームが出てく

ると思います。ですので、実際もうこれ岩手

県でやっているんで、来年度の予算でやるっ

ちゅうのがなかなか難しいところもあるかも

しれませんけれども、やっぱり将来的なこと

を考えてこういう情報通信ゲームを手掛けて

いる会社に連絡を取って岩手県がどういう体

制でやったのか調べたり、今度新しいこうい

うのを作ってくれないかとか、大分独自のや

つとかをやってみれば非常に面白いと思うの

で御検討していただきたいんですけれども、

いかがでしょうか。

御提案ありがとう阿部観光・地域振興課長
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ございます。

実は私も昨日、このステーションメモリー

ズ！をインストールいたしました。それで、

影響力は大きい、効果も大きいと思われます

が、まだまだ分からないことがございますの

で、研究してまいりたいと思っております。

ツーリズム戦略について、概要書の森委員

５７ページ、おんせん県おおいた県域版ＤＭ

Ｏ推進事業費に関連して質問いたします。

基本方針の中にありますように、人を呼び

込み地域が輝くツーリズムの推進の中でツー

リズム基盤の強化が必要だということで、大

分県版ＤＭＯの推進を今後も図っていくとい

うことでありますけども、大分県版ＤＭＯの

推進母体となりますツーリズムおおいたにつ

いて、この事業を始め様々な事業を県からツ

ーリズムおおいたに毎年委託していると思い

ます。その委託事業について、上のページに

ありますインバウンド推進事業費の中にも台

湾誘客、タイ、ベトナム、韓国、香港、中国、

広域連携、情報発信、それぞれ全て委託料と

して上げられておりまして、多分ツーリズム

おおいたへの委託料だと思いますけども、平

成２７年以降、新年度予算までツーリズムお

おいたへの委託金額、戦略的な観光戦略に基

づく当初予算でも結構なんで、その３年間の

金額を教えていただきたい。それが１点です。

続いて、ツーリズムおおいたの今後の運営

体制ですけれども、御案内のようにツーリズ

ムおおいたは会費収入が１，６００万円程度

で、平成２８年度についてはノベルティグッ

ズの販売などの販売収入を５００万円ほど見

込んでいるということで、それが自主財源と

なっているようで、そのほかについては全て

平成２８年度当初予算においては約２億１，

４００万円が委託料の受託収入となっており

ます。当然ツーリズムおおいたの中に職員が

たくさんいらっしゃいますけども、プロパー

の人材確保っていうのが今後も重要になって

くるかと思います。今後、大分県版ＤＭＯと

して活躍が期待されるツーリズムおおいたに

おける推進人材の確保、育成についての今後

の方針及び以前、一般質問でも申し上げまし

たけれども、事務所が今別府市にございます

が、その事務所の位置の移転の問題、また事

業量に対し人材が充足しているか、ツーリズ

ムおおいたについてのこの３点について教え

ていただきたい。

もう一つ、通告にないんですけど１点だけ

お願いします。

インバウンド推進事業費で平成２８年度に

ついては多言語コールセンターが位置づけら

れておりまして、多言語コールセンターのチ

ラシを見てみますと、本年３月３１日で終了

というふうになっておりました。平成２９年

度は、どういった取組なのか教えていただき

たいと思います。

まず、ツーリズム阿部観光・地域振興課長

おおいたへの事業委託及び今後の運営体制に

ついてお答えいたします。

県からの当初予算における事業委託の推移

で申しますと、平成２７年は２億３，５９８

万７千円、２８年が１億９，４４０万５千円、

２９年が２億２５３万４千円でございます。

２７年は、デスティネーションキャンペーン

もございまして結構予算が多くなっておりま

す。また、実は２８年につきましては、今年

度ふっこう割がございまして、別に３０億円

超えてあるんですが、それは当初予算からは

外させてもらっております。

そして、今後の運営体制でございますが、

まず旅行会社からツーリズムおおいたに派遣

されている職員を、２９年４月から、プロパ

ー職員として雇用する予定としております。

今後、このような形でのプロパー職員の採用

や民間のシンクタンク、金融機関などからの

派遣職員の一層の充実を図ります。これによ

ってマーケティングや商品造成などの機能を

強化してまいります。また、これらの専門人

材によるＯＪＴなどの形でツーリズムおおい

たの職員全体の能力向上を図ってまいります。

事務所の所在地の件でございますが、事務

所所在地の変更につきましてはツーリズムお

おいた総会での承認事項となっております。
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来年度の総会において大分市へ移転する方向

で協議されると聞いております。

三つ目でございますが、来年度はツーリズ

ムおおいた、県のＯＢが１名、県派遣職員が

３名、市町村の派遣職員が２名、プロパー職

員１名、民間派遣が２名、契約職員８名の計

１７名体制で事業執行する予定でございます。

県からの委託費には人件費も合わせて措置し

ておりまして、短期雇用の確保も可能となっ

ております。今後、先ほどお話ししましたプ

ロパー職員などを計画的に採用していくよう

考えております。

コールセンターにつきましては、２９年度

以降も今の体制を取って対応していきます。

昨年の７月から始まりまして、当初はいわゆ

る施設、旅館、ホテルあるいは観光施設だけ

の対応でございましたが、今年に入りまして

外国人個人の対応をしておりまして、この体

制を続けていくという予定でございます。

実はホームページから見たら、ちょ森委員

うど３月３１日でサービス終了となっていま

したので、その点を確認したかったというと

ころです。

今回、今定例会でも吉冨議員から一般質問

の中でＤＭＯにも触れていただきましたよう

に、私どもがアメリカ、サンフランシスコに

行ったときもサンフランシスコトラベルにつ

いては自主財源を確保することで自らの自由

な発想でのマーケティングですとかそういっ

た観光戦略が行われておりました。自主財源

の確保となると非常に難しい課題だと思うん

ですけれども、一方でプロパー職員をきちん

と確保する予算措置もしながら、一方できち

んと自主財源をこれから取っていくという方

向も併せて一緒に進めていっていただきたい

というふうに思います。

以上で事前通告者の質疑を終了し嶋委員長

ました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いしま

す。

５３ページに九州観光推進機構へ近藤委員

の負担金が出ておりますけれども、この負担

金の主な使途というのはどういうことになっ

ておりますか。それが第１点。

それから、今回、九州全域の観光議連を作

るに当たりまして、我々議連としては全く予

算がないわけでありますので、この推進機構

の予算を活用させていただいて共催という形

で第１回の大会を持ったところであります。

そういう中で十分にこの機構の存在の有り難

さというのを我々も認識したところでありま

すが、具体的にはこの観光推進機構があるこ

とによってどのような成果が収められている

のか、また本県の観光関係者がこの機構を何

か活用しているというような事例があれば、

まず教えていただきたいと思います。

九州観光推進機構阿部観光・地域振興課長

についてお答えいたします。

九州観光推進機構への負担につきましては、

九州全体で約５億円が集まっておりまして、

そのお金を担保に国内では各都市圏から、そ

して海外から九州にお客様を呼び込もうとい

うことで各種施策を打っております。やはり

旅行をする目的地を選ぶに当たっては、大分

１県、福岡１県ということではなかなか展開

はできません。また、九州に来られて九州１

泊ということはございませんで、北部九州を

回る、あるいは九州全体を回るということで

九州全体をつなぐ旅行商品の造成であったり

そういうことをしております。ですから、九

州に来てほしいという情報の発信、九州に来

てもらってからの旅行商品の造成、九州内を

結ぶ広域観光ルートの形成、そういったこと

を九州観光推進機構は行っております。

また、その成果といたしましては、特に今

インバウンドが急増しておりますけども、イ

ンバウンドにおきまして今後増えるであろう、

また呼び込まなければいけない欧米に対しま

して、ヨーロッパに、フランスにあるいはイ

ギリスに行って商談会を開くとかそういった

活動を行いながら、まず九州にお客を引き寄

せよう、来てもらおうという活動をしており

ます。

今回の震災によりまして機構の果近藤委員
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たした役割というのは本当に我々としては存

分に分かっておるわけではございますけれど

も、どういうことをやられてるというのが具

体的に委員の皆さんに分かる資料があったら

後でいただきたいと思いますけど、よろしい

でしょうか。

ただいま近藤委員から資料提出の嶋委員長

要求がありました。

お諮りいたします。

ただいまの資料、委員会として要求するこ

とに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、ただいまの資嶋委員長

料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出する

ようお願いをいたします。

１点だけですが、事前にお出しし小嶋委員

てないので大変恐縮ですけれども、６３ペー

ジの国際航空路線拡充・定着化促進事業費、

それから国際チャーター便誘致促進事業費、

それぞれあるわけでありますが、これで国際

便とか国際的な交流も更に進んでいくと思い

ますが、いかんせん空港の国際便の出国窓口、

手続をする場所、それから待合室が極めて狭

あいであります。せんだって会派で台湾に私

費で行ってまいりましたが、その際にマンダ

リン航空の台湾から来られている方が帰られ

るところも、帰られるお客さんが随分いらっ

しゃったわけですが、大変大きな声でおしゃ

べりをされる方が多くて、狭いところに本当

にすごくごった返したような格好で三、四十

分、しかも立っていなきゃならんというよう

な状況もありました。中に入って飛行機に乗

る前にちょっと待っているんです。そこも随

分狭くて、飛行機便１便で１０７人がマック

スですかね、今の便は。ですから、満席で待

たれるとかという場合は日本人は行けないわ

けですけれども、台湾の方が満席で帰られる

という場合は１０７人があの狭あいな中で右

往左往しなきゃならんということなどからす

ると、台湾の方がどういうふうに感じていら

っしゃるかは推察いたしませんが、我々とし

ては非常に狭あいだなというのを感じました。

国際便の待合室あるいは切符切りの場所と

かを改善するという議論がありますでしょう

か。お尋ねをいたしたいと思います。

国際線ターミナルについ土田交通政策課長

て御質問を頂戴しました。

ちょうど私も委員の皆様と同じ便で台中に

行かせていただいたこともありますし、ほか

の便を使ったときも、私自身も少しインバウ

ンドのお客様の利用の仕方を見ていましても

少し狭いなと感じるところもございます。

今後、まず韓国線のティーウェイにつきま

しては、いわゆる夏ダイヤから、３月末から

のダイヤについて週６便ということで１社体

制では過去最高の便数になります。加えて、

お乗りいただいたマンダリンの台中定期チャ

ーターについても１０月までの運航の延長が

決まったところでございまして、今後更に国

際線ターミナルを使うお客様が増えると見込

んでございます。そうなりますと、やはり今

おっしゃっていただいたカウンターが狭い、

あるいは待合室、入った後の待合室も含めて、

どうしても国際線のターミナル自体が少し狭

くなってくるんではないかという問題意識は

持ってございます。このため、空港ビルに対

しましては、今後の国際線利用者の伸びを踏

まえて国際線ターミナルの改修も検討できな

いかということで協議をしているところでご

ざいますので、今後インバウンドの取り込み

に当たっての空港側における重要な課題とし

て引き続き協議をしていきたいと考えてござ

います。

ラグビーワールドカップでこの大小嶋委員

分空港をどれぐらい使うかというのは予測が

つきませんが、いずれにしましても今言われ

たように便が増便されるということ、またそ

れを目指しているわけですので、早期にこれ

は解決いただくようによろしくお願いいたし

ます。

説明があるかなと思って見ていた平岩委員

んですけど、新規で説明がなかったので１点

だけ教えてください。
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４０ページの美術品等収集事業、これ県立

美術館が美術品を収集できるよう、ここまで

は分かるんですけど、美術品取得基金を整理

する、この基金を整理するというところを教

えてください。

これまで美術品取得佐藤芸術文化振興課長

基金を活用して美術品を取得してきました。

基金で作品を購入しまして、そうしますと基

金の中に現金がその分、例えば１億円のもの

を買うと現金１億円が外に出て、そのかわり

作品が入ると。今現在美術品基金の中が現金

と作品で構成されているような形になってお

ります。本事業は、美術品の購入というよう

な事態が仮に生じた場合に機動的に購入ある

いは購入しないといった判断をし、購入する

場合も直ちに判断し、動けるようにこの基金

の中に現金残高を増やしておこうというもの

です。今現在、約６千万円ほど現金残高があ

りますが、その基金の中で整理されておりま

す作品を９，７００万円分買い戻すことで基

金に９，７００万円の現金を一般会計から入

れるということで合わせて約１億５千万円の

現金残高になる、そういう意味でここでは美

術品取得基金を整理するという表現にさせて

いただいております。

私、これまで大分県立美術館にし平岩委員

かないものを買ってくださいっていうような

ことを再三毎年言ってきたんですけれども、

いい作品にいつかめぐり会えるといいなとい

うふうに思いますし、所蔵品の中に本当にす

ばらしいものがいっぱいあるんだなというの

をいつも企画展と一緒にやっているコレクシ

ョン展に行って気付きます。ですから、少し

でも多くの方にもっともっと見せていただけ

るようにまた御尽力いただきたいと思います。

ありがとうございました。

ほかに御質疑はありませんか。嶋委員長

事前に通告しておりませんので、玉田委員

基本的な考え方だけを伺うということで結構

です。よろしくお願いします。

４６ページに老朽空き家対策促進事業、そ

して４７ページに小規模集落・里のくらし支

援事業、その下にくらしの和づくり応援事業

費というふうに組まれております。この予算

額を見ますと、老朽空き家対策は前年度に比

べてほぼ半減しておりますけれども、ほかの

事業については前年度とほぼ同額ということ

でありますが、これは前年度並みの事業量を

見込んでいるということで理解してよろしい

でしょうか。

今、三つの事業につ森高地域活力応援室長

いてお尋ねがございました。

おっしゃいますように老朽空き家について

は半減しておりますが、これは昨年、特定空

き家等の判断基準案を市町村と一緒に大分県

で統一した基準を作るということを目的に予

算措置させていただいておりました。その主

なものが委託料の２５０万円でございました。

それが今年度はなくなっておりまして、今ち

ょうどその基準が出来上がったところです。

来年度からはこれを市町村で運用していただ

くように今準備を進めているところです。そ

の分の金額が落ちてございます。

それから、里のくらし支援事業とくらしの

和づくり応援事業、こちらは昨年並みの事業

を実施するということで地域の方々からの御

要望にお応えしていきたいと考えてございま

す。

ちょっと私が心配しておりますの玉田委員

は、今年度すぐに影響が出てくるとは思いま

せんけれども、この３月から始まった高齢者

の免許更新の認定が厳しくなるという制度で

す。これも再三指摘しておりますけれども、

取消しになる方が増えるだろうという前提の

中で、今、県が進めているネットワークコミ

ュニティの実現の問題だとか、それに伴う買

物弱者への対応、高齢者の移動手段の問題等

々を考えたときに、これはすぐに地域の方か

ら対応に対する要望が出るかどうかというの

は分かりませんけれども、ただこれは地域の

中では二、三年たつと非常に大きな課題にな

ると私は考えています。そういう中でこうい

う事業についてどういうふうに目配りしなが

ら、そして来年度につなげていくかというこ
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とをしっかりと見ていただきたいなと。ここ

は要望ですので、是非よろしくお願いいたし

ます。

ほかに御質疑はありませんか。嶋委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですので、嶋委員長

これをもって企画振興部関係予算に対する質

疑を終わります。

―――――→…←―――――

以上で、本日の審査日程は終わり嶋委員長

ました。

次回は、明１７日午前１０時から当議場で

開きます。

これをもって、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでございました。
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